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議        事 

○道垣内部会長 それでは、予定した時刻になりましたので、法制審議会担保法制部会の第

３０回会議を開会いたします。 

  本日は御多忙の中、御出席いただきまして誠にありがとうございます。 

  本日は、幹事の衣斐さんが御欠席ということで、同じく幹事の藤澤さんが少し遅れられ

るということです。また、幹事の青山さんが途中で退席の予定と伺っております。 

  また、前回の部会の後に委員の交代がございましたので、報告させていただきます。委

員の鈴木さんが退任され、新たに仁科さんが委員に就任されました。そこで、仁科さんに

おかれまして、簡単に自己紹介をお願いいたします。 

（委員の自己紹介につき省略） 

○道垣内部会長 よろしくお願いいたします。 

  皆様御案内のとおり、前回の部会の後、中間試案につきましてパブリックコメントの手

続が開始されております。 

  本日の審議に入ります前に、まず事務当局から、その点に関する説明をしていただきま

して、また併せて本日の配布資料と進行予定について説明をしていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○笹井幹事 本日もよろしくお願いいたします。 

  まず、パブリックコメントについてですけれども、既に御案内のとおり、昨年１２月６

日の会議において取りまとめられた中間試案について、本年１月２０日にパブリックコメ

ントの手続を開始いたしました。パブリックコメントの期間は３月２０日までの２か月と

なっており、現在その手続期間中となっております。 

  次に、本日の配布資料についてです。本日のヒアリングの参考資料として、田中参考人

提出の委員等提出資料３０－１、公益社団法人リース事業協会提出の委員等提出資料３０

－２、橋本参考人提出の委員等提出資料３０－３をお配りしております。内容については、

後ほどの御報告で各参考人から御紹介を頂きたいと思っております。 

  本日の進行予定につきましては、参考人のヒアリングとして、まず、東京大学社会科学

研究所教授の田中亘様から、次に、公益社団法人リース事業協会法制委員会委員長の山田

周一様及び同協会事務局長の加藤建治様から、続いて丸紅株式会社法務部法務第二課長の

橋本知也様から、それぞれ質疑応答を含めまして１時間程度のお時間を頂戴して御意見を

頂く予定となっております。 

  説明は以上です。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  それでは、本日の審議に入りたいと思います。 

  まず、東京大学社会科学研究所の田中亘教授から御意見を頂きたいと思います。 

  田中さんは会場での御参加になります。私も、田中さんに会うのは何年ぶりかという感

じですね。 

  田中さん、よろしくお願いいたします。 

○田中参考人 御紹介にあずかりました東京大学社会科学研究所の田中亘と申します。 

  質疑応答を含めて１時間ということでしたので、私の方から４０分ぐらいお話しさせて

いただければと思います。 
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  レジュメに沿ってお話しします。第１の「自己紹介」ですが、私は、商法を専門とする

研究者であり、主に会社法を中心として企業法に関する研究をしていますが、担保法制に

ついては、特に倒産法制との関係で、担保権の制限の意義とか課題に関して、経済学の知

見なども用いた研究を公表したことがあります。 

  それから、この部会の審議事項との関係では、事業担保についても最近論文を書いたこ

とがあります。こういった経歴も踏まえて、今日は呼んでいただいたのではないかと思っ

ております。 

  そういうことから、この報告では、まず商法に関係することということで、主に商法で

扱われている財産権について、それを目的にする「新たな規定に係る担保権」について何

らかの規定を置くとすれば、どういうことが課題になるのかといった論点についてお話し

します。それから、残りの時間で担保権に関する制約についての論点を報告したいと思い

ます。その他、事業担保についてもコメントしたいと思っていましたが、ちょっと時間的

な制限もあると思うので、余裕があれば簡単にコメントしたいと思います。 

  そこでまず、レジュメ第２の「動産及び債権以外の財産権を目的とする担保について」

です。中間試案を読みますと、主には動産と債権、しかもそれは指名債権を想定して、そ

れを目的にする新たな規定に係る担保権について議論されているようですが、それ以外の

財産権を目的とする担保権について規定を設けるか、また設けるとして、動産や債権を目

的とするものと共通する規定としてどういうものがあり、どのような範囲で独自の規定を

設けるかなどについては、引き続き検討するということになっています（中間試案第27）。

つまり、何らか規定を設けるかどうかということも含めて検討事項になっているかと思い

ます。 

  そこで、今後検討されそうな財産権として、私が知っているものを中心にお話ししたい

と思います。商法ですと、手形・小切手、あるいは株式などが債務の担保目的で譲渡され

ることがあります。それらについて、中間試案で提案されているような規律を適用するこ

とが、必ずしも適切とは限らない場合もあるかと思いまして、その点に関して慎重な検討

が必要になると考えます。 

  まず、手形と小切手についてですが、これについては、特に手形割引が重要と思います。

手形割引というのは、実質は、手形を譲渡担保とした融資ではないかという見解が、商法

学説では古くから有力に主張されています。しかし、最高裁の判例は、レジュメに挙げて

いる昭和４８年４月１２日判決で、基本的には手形の売買であるとしています。ただ、ち

ょっと詳しい説明は省略しますが、事案によっては、実質的に担保付きの融資であると解

する余地を残している判例ではないかと思いますが、基本的には、手形の売買であると述

べています。 

  今回の中間試案のような内容が仮に立法化された場合、手形割引の性質決定についての

従前の解釈に影響を与えないかという問題があります。というのは、中間試案では、債務

を担保する目的で動産の所有権や債権を譲渡する場合は、新しい法律の規律が及ぶことを

想定しているので、手形に関しても債務の担保目的の移転とされる場合には規律が及んで

いく可能性があるのかなと思っております。 

  ただ、その手形割引について申しますと、従来、これは手形の売買で、手形を担保とす

る融資ではないということで、たとえ譲渡人が法的倒産手続に入ったとしても、手形につ
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いては譲受人（所持人）がそのまま回収できるという理解で実務はやってきていると思い

ます。これは、基本的に手形というのは、所持人に早期確実に流動性を提供する、つまり、

余り原因関係などに煩わされることなく、満期になったら手形金が入ってくるようにする

ということが、手形（および小切手）の重要な機能になっているということがあります。

そういう点からすると、手形の割引については幾らか形式的ではありますが、手形の売買

と割り切って、手形金の回収を認めていることにも理由があるのではないかと思っており

ます。 

  このように、譲渡人の倒産があっても所持人はそのまま手形金の回収ができるというこ

とによって、手形の価値が上がり、ひいては、手形割引によって譲渡人が受けられる代金

も上がるという形で、間接的には、債務者も利益を得ているという側面がありますので、

新法ができたとしても、こういった手形割引に関しては、従来どおりの効果を認めてほし

いと考えております。 

  それから、電子記録債権については、もし法改正がされた場合に適用されることになる

のかわかりませんが、電子記録債権は、基本的には手形と同じ規律になっており、実務も

「電子手形」という理解で動いているので、やはり手形と同様に処理していただきたいと

思っております。 

  レジュメの２ページ目へいきまして、商業手形担保貸付けというものがあります。これ

は、契約上も、手形を担保にして貸し付けると規定されているので、こちらの方は現在の

倒産実務でも、手形の譲渡担保であると捉えて、手形譲渡人が更生手続に入ったときには

更生担保権にしているというのが支配的であると物の本には書いてあります。恐らくその

解釈もよいのだろうとは思いますが、ただこれも、実質的にどこまで貫徹されているのか

分からないところもあります。仮に更生担保権になるとすれば、更生計画では、ほかの担

保権付き債権は、１０年とかそれ以上の期間で分割弁済になるのが普通ですが、商業手形

担保貸付けの場合には、更生計画において、所持人が手形金を回収し、債権に充当できる

ような処理になっているようです。だからこそ、所持人も更生担保権説を争わないという

面もあるのではないかと思います。だからこの辺り、実は解釈はまだ明確ではないように

も思います。ただ結論的には、契約上担保と言っている以上、商業手形担保貸付けは譲渡

担保ということになるのかなとは思っております。 

  以上が手形、小切手に関することです。次に株式についてですが、比較的最近、最高裁

平成１７年判決というものが出ております。これは、非公開会社の株式の譲渡担保の事例

ですが、判決は、株式を譲渡担保に供した場合の株主共益権の帰属については、その株式

の内容、譲渡担保契約に至る経緯、契約の内容等諸般の事情を考慮して、契約当事者の合

理的な意思解釈によって決すべきであるという一般論の下に、当該事案では当事者は共益

権も譲渡担保権者に移転するという意思であったとしました。この事件は、譲渡担保設定

者が、自ら株主であると称して株主総会を開催し、取締役の選解任をしてその旨の登記を

した事例ですが、判決の理解では議決権も既に譲渡担保権者に移転されているので、これ

は虚偽でなる、公正証書原本不実記載罪になるとしたものであります。つまり、共益権ま

で含めて株式を譲渡担保権者に移転する意思であったと認められますと、譲渡担保権者の

方が株主になったということになるということであるわけであります。 

  株式譲渡担保の場合、いろいろなケースがあって、名義書換をせずに、ただ株券を譲渡
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担保権者が預かるだけの場合もありますが、会社に対する対抗要件をも備えて、譲渡担保

権者の方が株主になる場合もあります。後者の場合は、譲渡担保権者が、議決権を含めた

共益権も確保する、つまり会社経営のコントロール権を確保することが、担保目的物の価

値を維持するという観点からも重要性を持つ場合なのだろうと思います。特に非公開会社

の支配株式を担保に供する場合を考えますと、株式の共益権が設定者に残っていますと、

どういう会社経営をされるか分からない、それで株式価値も影響を受けてしまうので、確

実に担保価値を維持するという観点からも、議決権も譲渡担保権者に移してしまう、つま

り、譲渡担保権者が完全に株主になってしまうということが、合理性を持つ場合もあるの

かなと思います。 

  中間試案の場合、特に動産譲渡担保については、担保権者はその価値を把握する一方、

使用収益権は設定者に残るという、そういうルールを考えていると思います。このルール

は、動産についてはそれでいいのかもしれませんが、株式の場合は、むしろ対会社関係で

も譲渡担保権者の方が株主になってしまって、議決権なども全部譲渡担保権者が持つとい

うことに合理性がある場合がありますので、改正法ができたとしても、株式についてこの

ような譲渡担保のスキームは残るようにしてもらいたいと思います。 

  それから、中間試案の第１・５の（２）で、担保目的動産の真正譲渡の可否ということ

が論点になっています。「真正譲渡」とは、この文脈では、譲渡担保に供した動産を譲渡

担保権の負担付で設定者が譲渡するということですが、これについて、できるようにする

べきという説と、しなくていいという説の両案が併記されています。 

  株式譲渡担保に関して、この論点について考えますと、現行法における株式譲渡担保と

は、対第三者対抗要件を備えた場合は、基本的に設定者は株式を譲渡できなくなります。

具体的には、株券発行会社では、株券の移転が（会社以外の）対第三者対抗要件になりま

すので、株券は譲渡担保権者が持って行ってしまい、設定者はもう株式の譲渡はできなく

なります。それから、株券不発行会社の場合は、株主名簿の名義書換が対第三者の対抗要

件なので、その場合は対外的にも譲渡担保権者が株主になってしまうので、設定者はもう

株式を譲渡できなります。振替法上の振替株式の場合も、対第三者対抗要件を備えるとす

ると、もう設定者は株主でなくなってしまうので、譲渡できなくなります。 

  株式譲渡担保において、対第三者対抗要件まで備えるときは、設定者に株式を譲渡させ

たくないがゆえにそうしているという面があるように思います。譲渡担保権者にとっては、

知らない人が株主になってしまうと、それはそれで困るということがあると思うので、少

なくとも、株式譲渡担保の場合に、設定者が株式を当然に真正譲渡できるというような規

律にすると問題があるのかなと思います。 

  他方で、株式譲渡担保について、何かオプションを用意する、つまり、譲渡担保設定者

が株式を譲渡できないようにすることもできるし、両当事者が合意すればこういう真正譲

渡ができるようにするという、そういうオプションを作るというのは、少なくとも理論的

にはあり得るところだと思います。 

  ただ、これは実務上ニーズがどの程度あるかということにも依存しており、ニーズがな

いのだとすれば、余り制度を複雑にしなくてもいいのかなという感じは受けております。 

  ちなみに、ちょっと今の話とは論点がずれるのですけれども、中間試案で検討されてい

る事項で、私がこれはニーズがあるのではないかなと思ったのは、むしろ証券口座を目的
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にする担保という案です（中間試案第30）。これは、口座の中にある株式については、設

定者は譲渡ができる、しかもこれは、担保権の負担付というのではなくて、完全に株式を

譲渡することができる。そのようにして、債務者（設定者）が事業を継続している間は、

口座の中にある株式はどんどん入れ替わるのですが、債務者（設定者）が倒産した場合は、

その口座上に設定された担保権を第三者にも対抗でき、担保権者は、口座内の株式からか

ら優先弁済を受けられるという制度で、これはあり得る制度かなと思います。これは一種

の浮動担保であり、浮動担保が使える領域を現行法よりも広げようという話だと思ってい

まして、これはニーズはあるのではないかと思います。ただ、どうも中間試案ではこうい

う制度は作らないことにしたとされているので、もうこれ以上検討されないのかもしれま

せんが、将来的には十分検討課題になり得るのではないかと思います。 

  レジュメ２ページ目の４のところに参ります。株式等の有価証券に対する規律の仕方と

いうことで、結局、特別の規定を設けるのか、解釈に委ねるのかということで、私もちょ

っと必ずしも結論は出ていないんですが、もしも「新たな規定に係る担保権」を、株式や

その他の有価証券に適用していくとすれば、今言ったように、それらの権利の譲渡担保に

は必ずしも動産とか指名債権の譲渡担保にはない特性がありますので、そういった特性を

踏まえて、適切な特則を設けていく必要があるように思います。 

  ただ、この報告の依頼を受けたときにお伺いしたところでは、部会では、動産や指名債

権以外の財産権の担保化については、それほど議論は進んでいなかったということです。

もし、特則について検討する時間的余裕がないのであれば、いっそこれに関しては規律を

設けないで、現行法の解釈に委ねるということもあり得るのではないかと考えております。 

  以上が第２の部分です。レジュメ３ページにまいりまして、第３のところです。 

  ここから、倒産状況における担保権の制約に関する話をしたいいと思いますが、その前

に、「担保権の『過剰』利用」ということについて少しお話ししたいと思います。 

  これは、法学の世界においても、担保権が過剰に使われるとか、そのおそれがあるとい

う議論がされるようになってきていると思います。ただ、それは、私がこれまで理解して

きたような、経済学において担保が過剰利用されるという話とは少し違って使われている

のではないかという印象を持っております。担保権の経済分析において、担保が過剰に利

用されるというのは、主に、レジュメに書いてある二つの場面を想定しています。いずれ

も担保権が利用されることで非効率が生じるようなケースを考えています。 

  一つは、担保権を利用する費用が便益を上回っているので、社会的効率性の観点からは、

担保権を利用しない方がいいにもかかわらず、担保権が利用されてしまうという話で、ハ

ーバードロースクールのルシアン・ベブチャックとジェシ・フリードという有名な学者が、

１９９６年に書いた論文というのはこういうことを問題にしています。 

  もう一つの場面は、私が自分の論文で書いたのはこちらの場面ですが、担保権があるこ

とで非効率な事業が行われてしまう場合です。事業が正の割引現在価値（ネット・プレゼ

ント・ヴァリュー）を生まない、つまりリスクに見合うリターンが得られないので、効率

性の観点からは行うべきでないにも関わらず、担保権を利用することにより、債務者が資

金を調達することができ、そういう事業を行えてしまう。これがもう一つの担保権の過剰

利用です。 

  ここで担保権が過剰利用されてしまうというのは、いずれも、担保権は一般債権者の取
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り分を減らして、担保権者の取り分を増やすという機能がある、経済学でいうところの負

の外部性を持っているわけです。負の外部性を持つ行為は、概して、本来行われる水準以

上に行われてしまうということがあります。つまり、担保権者は、一般債権者の不利益の

下により多くのリターンが得られるので、担保権を利用しない方がいい場合でも利用され

てしまう。あるいは、本当は事業など行われない方がいいときでも、担保を利用すること

で資金を調達でき、事業を行えてしまう、そういうことになるということであります。 

  この担保権の過剰利用があるときには、少なくとも理論上は、担保権の効力を法的に制

約することで、過剰利用が抑えられるために効率性を改善する可能性があります。これが

ベブチャックとフリードが論じている話なわけです。ただ、法と経済学の研究者の中でも、

過剰利用というのは、確かに理論的にはあり得るけれども、現実問題として、そういう問

題がどこまで深刻なのかよく分からないとも考えられています。レジュメに書いてあるジ

ョン・アーマーという学者は、ヨーロッパの担保法制を論じている論文の中で、過剰利用

というのは余りないのではないかということを言っています。 

  もしも担保権の制約をする必要がないのに法が担保権の効力を制約してしまうと、融資

条件が債務者に不利になるなど、債務者に負担が及ぶこともありえます。レジュメに引用

しているダビデンコとフランクスの論文は、割と有名な実証研究で、イギリス、ドイツ、

フランスの銀行融資の条件を個票データに遡って研究したですが、これによると、フラン

スは、他2国と比べて融資条件が厳しい。具体的に言うと、担保の掛け目が低くなるんです。

担保の評価額に対して得られる融資額が、イギリスやドイツに比べて低くなる傾向がある

らしい。これは、フランスは、倒産法制が非常に担保を制約するので、そういうことを融

資者も計算に入れて、最初から債務者に不利な条件で融資しているんだと、そういう解釈

になっていまして、この解釈がどこまで適切さは私にはよくわかりませんが、一般的には

こういった問題が確かにあり得ると思います。 

  以上が、経済学で論じられている担保権の過剰利用の話ですが、これに対して、中間試

案が問題にしているように見える担保の過剰利用というのは、中間試案の第３－１の補足

説明の中に書かれています。それは、集合物譲渡担保において、在庫一切というような特

定方法を認めるかどうかという議論の文脈の中で、もしもそういう包括的な特定方法でも

いいということになると、担保の目的財産の価値が相対的に大きくなることで、①担保目

的財産の価値が被担保債権を大きく上回る場合が生じやすくなる。②担保目的財産の価値

が債務者資産の総価値の大きな部分を占める場合が生じやすくなるなどの弊害も指摘され

ていると書かれています。 

  私が言いたいのは、ここに書かれている①や②というのは、少なくとも経済学が考えて

いる過剰とは違うということです。①についていうと、担保財産の価値が被担保債権額を

上回るというのも、集合物譲渡担保というような浮動担保の場合、担保価値というのは上

下に変動しますので、ある時点において担保価値が被担保債権額を大きく上回るというこ

とは、むしろ十分起こり得ることではないかと思います。 

  それから、②の、担保財産の価値が債務者資産の総価値の大きな部分を占めるというの

も、単一の融資者が債務者の事業のニーズに単一で応えるか、それとも複数の融資者が応

えるかという選択の問題であって、前者つまり、単一の融資者が債務者の資金調達のニー

ズに応え、同時に債務者のモニタリング活動を集中的に行うような融資形態も合理性はあ
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り得ます。その場合には、融資者は、債務者財産の大きな部分、場合によっては全財産を

担保にとってもおかしくないでしょう。ですので、②のようなことがあるからといって、

それが弊害であるということには必ずしもならないのではないかなと思います。 

  この話が中間試案にどう関係するかというと、一つには、特定性の要求についてどう考

えるかということがあります。現在の議論では、集合物譲渡担保の場合には、種類や所在

（場所）、量的範囲の指定、その他の方法による特定を要求すると、そういう方向のよう

です。ただ、在庫一切のような包括的な特定の仕方を禁じて、こういった方法による特定

を要求したとしても、債務者の在庫一切が含まれるような形で、種類や所在、場所、量的

範囲を特定していくことは可能でしょう。目的物がある所全部ですね。それらをいちいち

指定していくということはできるのではないかと思います。その場合、後で設定者に物の

場所を移転される恐れがあるわけですが、そういったことは、コベナンツにより、無断で

場所を移転することを禁止することは可能でしょう。そうすると、結局、在庫一切という

ような形の特定を認めたのと同じになって、むしろ在庫一切のような包括担保をとるとい

う目的を、コストの掛かる形でやることを強制するようになってしまうのではないかなと

いう感じがいたします。 

  以上のように、担保権が過剰な利用さえ恐れるというのは可能性としては確かにあるの

ですが、こういった、特定の方法についての規制というのは、過剰利用の防止に必ずしも

役立たないのではないかという感じがしております。 

  レジュメ４ページにいきまして、これは皆さまには釈迦に説法と思いますが、米国法で

は、UCCのルールを多くの州が採用していますので、UCCの規定により、在庫一切のような

特定方法もできるわけです。過剰利用の問題は、確かに可能性としてはありませんが、そ

の辺りは、アメリカ法が実際にやっているように、将来取得財産に対する担保権の効力の

制約とか、そういった形で対処する方がいいのではないかと、現在は考えているところで

あります。 

  それで、レジュメ第４の「将来取得財産」に移ります。いわゆるアフター・アクワイア

ド・プロパティーに対する担保権の効力制限ということですが、アメリカは、昔から集合

物とか集合債権に対する担保設定を広く認めてきたわけですけれども、一方で、倒産法制

の下では、結構それについての優先効を制約しているわけです。 

  特に重要なのは次の二つのルールで、一つは否認に関するものです。基本的にアメリカ

の倒産法だと、危機時期が倒産の申立て前９０日間になりますが、その危機時期に債務者

が権利を取得した財産に対する担保権は、否認の対象になることになります。その際、担

保権の設定契約と対抗要件具備は、危機時期前に行われたとしても、債務者による財産取

得が危機時期に行われている限りは、否認は免れないことになっています。ただし、在庫

品と売掛債権については特則がありまして、これが、アセット・ベースド・レンディング

の実務に配慮したものなわけですが、基本的には危機時期の初日、つまり倒産申立て日の

９０日前の日と、倒産の申立て日とを比較して、担保権者の地位が他の債権者の不利益の

下に改善していない場合には否認を免れるという、そういうルールになっています。 

  この意味するところは、危機時期に、債務者の担保に入っていない財産を減らして、担

保の目的になっている在庫品を増やしていくという行為を規制するということです。例え

ば、倒産申立日の９０日前は、在庫品が例えば１万ドルあったところが、債務者の他の財
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産を減らして担保物を増やしていって、倒産申立日には２万ドルまで増えましたというこ

とをすると、差額１万ドル分否認されるということであります。ただ、これは、他の債権

者の不利益の下に担保価値を増やしたのでなければいいので、例えば市況が非常によくな

ったため、持っている担保物の時価が増えたとか、そういうことであれば、これは否認の

対象にはならない、そういうことです。 

  それから、２番目として、倒産手続開始後の取得財産に対する規制があります。これは

以前から日本でも紹介されていると思いますが、アメリカの連邦倒産法では、倒産手続開

始後に債務者が取得した財産については、担保権の効力は及ばないことになっています。

ただし、いわゆる担保物の代り金、それには効力が及ぶので、例えば倒産手続開始時点で

担保の目的になっていた在庫品を売った場合、その売った代金には担保権の効力が及びい

ます。 

  それから、もう一つ重要な点は、倒産手続開始前に債務者が取得したために担保の目的

物になっている在庫品については、倒産手続において債務者は勝手に売却することができ

ません。（レジュメ5ページに行きまして）担保権者の同意又は裁判所の許可が必要になっ

てきます。そして、裁判所は、許可を与える条件として、担保権者に対して十分な保護を

与えなければならない。つまり、担保の価値を維持するのと同じだけの保護を与えなけれ

ばならないわけです。その結果、債務者が担保の目的になっている在庫品を処分しようと

する場合、その条件として、新たに買ってくる在庫品について担保権を付けると、そうい

う形で、倒産手続開始後もアセット・ベースド・レンディングは続いていくというのが通

常であると認識しています。 

  こういったルールの意義についてですが、もしも、将来取得財産に対しても担保権の効

力が無制限に及んでいくことになりますと、債務者の事業再建が困難になるおそれがあり

ます。事業再建が困難になることは、もちろん債務者にとって不利益ですが、一般債権者

にとっても不利益となります。この点に負の外部性がありまして、つまり、債務者にとっ

ては、担保権を設定し、それによって融資を受けた上で、事業が成功すれば、自分の利益

になるわけですが、事業が失敗したときには、失敗のコストは自分だけではなくて、一般

債権者も言わば道連れみたいな状態で負担させることになります。ここに、担保権の負の

外部性があって、その結果として、債務者は、初めに担保権を設定して融資を受けるとき

に、将来事業が失敗したときに、担保権のせいで事業再建が困難になるかもしれないとい

うコストは、本来考慮すべき水準に比べると、十分に考慮しない危険があるということで

す。そういうわけで、将来取得財産に対する担保権の効力については、債務者と担保権者

との間の契約の自由に任せないで、法的規制を課すことに合理性があるということかと思

います。 

  他方において、アセット・ベースド・レンディング（ABL）のような合理的な融資スキー

ムが、倒産手続によって阻害されないように配慮する必要もあるわけであります。アメリ

カ法は、基本的には、債務者企業の倒産時にもABLの継続は阻害しないが、担保の目的物以

外の財産を減らして担保価値を増やすというような形の利用は制約しているということか

と思います。一つの合理的なバランスを実現しているようにも見えます。 

  そこで、以上を参考にして日本法の規律をどのようにするかということですが、一つは、

レジュメ5頁の（１）のところで、動産・債権を担保権の目的範囲に加入させるという、そ
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ういう加入行為についての否認ということが、中間試案では提案されています。これは、

現行法の下でも、支払不能になった後の加入行為は否認の対象になり得るのではないかと

思いますが、その際には、債権者の認識などが要件になることが、一つのネックになるか

と思います。基本的には、支払不能になっている債務者が、債権者を害することを知りな

がら、担保の目的でない財産を減らして担保価値を増やすような加入行為をする場合は、

そのことが証明できる限りは、否認の対象にしてよいのではないかと考えております。 

  それからもう一つ、倒産手続における担保権の取扱いが、恐らくより重要な論点になっ

てくると思いますが、先ほど言ったように、アメリカ法のルールは、基本的には合理的だ

と思っておりまして、それを参考に制度設計をするのがよいと思います。ただ、倒産手続

における担保権の取扱いは日米で異なっていますので、そういう点にも留意しながら合理

的な制度設計をする必要があると思います。 

  ６ページにいきまして、まず、倒産手続開始後の取得財産に対する担保権の効力につい

てでは、中間試案では、いろいろな選択肢が挙げられていますが、私としては、米国法を

参考に、手続開始後の取得財産には担保権の効力は及ばないものとすべきであると思いま

す。これは、先ほど言ったようにアメリカ法のやり方だということだけでなくて、現在の

実務とも整合的であると理解しています。（注）１２で引用した文献でも、現在の実務は

手続開始後の財産については担保権の効力は及ばないものとして、担保権者の間で担保権

協定を結んでいるという指摘がされています。このような規律は、いわゆる固定化概念の

適用というよりも、将来取得財産に対する担保権を無制限的に認めると、債務者の事業再

建が困難になったり、非効率な清算が起こり得ることに鑑みて、倒産手続において政策的

に担保権を制約するものであると理解した方がよいと思っています。この観点からは、集

合物と集合債権譲渡担保とで特段の区別をすることなく、規律を設ける方がいいと思いま

す。実際、集合物と集合債権で取扱いを異にしますと、例えばアセット・ベースド・レン

ディングにおいて、手続開始後に取得した在庫品については担保権の効力は及ばないけれ

ども、その在庫品を売って売掛債権にするとそれに対しては及んでいくとか、そういうこ

ともあり得て、余り合理性のある規律にならないのではないかと考えております。 

  その上で、手続開始後の財産は担保の目的にならないとすると、開始前に担保の目的に

なっていた財産を、管財人が、DIP手続の場合には債務者が処分していくと、担保価値がど

んどん目減りしてしまうということになります。この問題に対応する規律は考えていく必

要があると思います。 

  ただ、ここは私、民法の解釈をよく知りませんが、現行法の下でも、管財人・債務者に

は担保価値維持義務があるので、代替物に担保権を設定するというような担保権者のため

の保護措置を何ら採ることなく、ただ担保の目的物を売却して、担保価値を目減りさせて

いくということは許されないのではないかと思います。アセット・ベースド・レンディン

グをしているケースでは、恐らくは、管財人・債務者と担保権者の間の協定によって、現

在ある在庫品は売却する代わりに、新たに生じる在庫品に担保権を設定するという形で、

担保価値を維持しつつ、アセット・ベースド・レンディングを続けていくというのが、現

在の実務においても行われているのではないかと思います。 

  ただ、現行法の下での課題としては、今いったような協定が、担保権者と管財人・債務

者との交渉が難航するなどして、必ずしもスムーズには締結されないケースがあり得るか
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と思います。その場合、在庫品は適時に売却していかないと価値が維持できないため、売

っていかなければならないわけですが、そのときに協定が成立していないと対応に困ると

いうことがありえます。したがって、この点については、アメリカ法のように、管財人・

債務者は、代替の担保権の設定を含む「十分な保護」を担保権者に与えることを条件にし

て、裁判所の許可を得て、担保の目的物を売却できるという規律を設けることがよいよう

に思います。 

  それから、中間試案では、民事再生手続などの倒産手続について、様々な改正を提案し

ていますが、それらは合理的なものかと思います。特に、担保権実行中止命令に関して、

適用の範囲を拡大したり規律を整備することは、非常に合理性があると思っております。 

  ちなみに、中間試案の第１７－４で、担保権実行を中止する際に、担保権者の利益を保

護するための手段を設けた上で中止を認めるという規律が提案されていまして、これは、

実行中止命令の文脈に限ってですが、アメリカ法のような「十分な保護」（アデクエイ

ト・プロテクション）のルールを設けるものであると思います。こういった規律を、先ほ

ど言ったような、担保の目的物の売却に際しても、同じように設けていくのがいいのでは

ないかと思います。 

  最後に、レジュメ７ページの「事業担保」についてですが、予想どおりもう時間がなく

なっておりますので、コメントは省略します。ただ、私は、この話題について論文も書き

ましたけれども、事業担保には、個別の担保権の積み上げによっては得られないメリット

があると思っております。特に、担保権実行を、継続事業価値を維持しつつ行うことがで

きる制度的仕組みを設けることは、一つのメリットであると思っております。この事業担

保の制度は、どちらかというと、この部会よりも金融庁の方に審議の舞台が移っているの

かもしれませんけれども、いずれにしても、引き続き制度の創設を前向きに検討してよい

と考えております。 

  大体４０分ほどお話ししましたので、私の報告は以上とさせていただきます。 

○道垣内部会長 どうも田中さん、ありがとうございました。 

  それでは、田中さんからの御意見につきまして、御質問等がございましたらお願いいた

します。 

  片山さん、お願いいたします。 

○片山委員 どうもありがとうございます。慶應義塾大学の片山でございます。 

  田中先生、詳細な、的確な御報告、誠にありがとうございました。 

  まず、第２のところ、「動産及び債権以外の財産権を目的とする担保について」という

ことです。それについて質問をさせていただければと思っております。 

  今回の中間試案では、その点を規律するかどうかというところからオプションになって

おりますので、今後、この法制審でどこまで議論ができるかということはまた別としまし

て、３の株式のところに関しまして、平成１７年の最高裁の判決を、共益権の帰属がどう

なるのかということに関しましては、基本的に当事者の合理的な意思解釈の問題であると

いうことであり、かつその事案では、譲渡担保権者に移転していると解すのが妥当だとい

う趣旨の判決として援用されていらっしゃいますが、これを仮に新しい立法の中で規律し

ていくということになりますと、当事者の合理的な意思解釈を前提とするとしましても、

やはり原則をどちらにするのか、その上で、別途の合意がある場合には例外を設けるとい
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う形で、原則と例外の補足を設けるという形での規律をしていかざるを得ないということ

になるかと思うのですが、その場合にどちらを原則とするのが妥当なのかということをお

伺いしたいと思っております。 

  そこでも引用されておりますとおり、動産の譲渡担保に関しては、使用収益権を設定者

が持つことが原則ということになっておりますし、集合債権譲渡担保の規律に関しまして

も、中間試案によると９ページの第３－４のところですけれども、基本的に取立権は設定

者のところに残すという形で、いわゆる非占有型の担保権の設定ということを原則として

考えられています。このように、設定者のところに残すというのが原則というのが、他の

動産とか債権の規律の仕方ということになるわけですけれども、この共益権に関しまして

は、むしろ譲渡担保権者が株主となるということの方が、その担保目的物の価値を維持す

るという点からも合理性があるというような御指摘もなされているところです。そうしま

すと、株式について新しい規律を他に設けるという場合には、共益権の帰属についてどち

らを原則としておくことが合理的とお考えかということを御教授いただければと存じます。

何とぞよろしくお願い申し上げます。 

○田中参考人 どうもありがとうございます。 

  この最高裁の平成１７年判決については、実は、若干イレギュラーなケースだったと思

えることがあります。この事案は、非公開会社ですから、振替制度とかはないので、株主

名簿の名義書換をすることにより、対会社対抗要件を満たすことになります。もしそうし

た場合には、会社との関係でも、もう譲渡担保権者は株主になります。ですので、譲渡担

保権者が、議決権その他の共益権を行使したいと思うなら、名義書換をすればいいわけで

す。 

  ところが、この事件では、なぜか判決は名義書換の話には触れていないのですね。恐ら

くですが、非公開会社は、往々にして株主名簿をきちんと整備していないことがあるので、

この事件もそういうことがあったのではないかなと思います。そうすると、もしもこの事

件で名義書換をしていないのであれば、対会社対抗要件を満たしていないため、譲渡担保

権者は議決権を行使できない、議決権を行使するのは設定者だ、ということになるはずで

す。そういうことで、実はこの判決に対する会社法学者による判例評釈の中には、これは

おかしな判決ではないかと言っているものもあるのです。ただ、実は、これについても昔

から判例があるのですけれども、名義書換は対会社対抗要件でしかないので、名義書換が

されていなくても、会社の側で、株式の譲渡がされたと認めて、譲受人の方を株主として

扱うことはできると解されています。そして、この最判平成17年の事件は、会社も譲渡担

保権者の方を株主として処理していたという事実があるので、このことから、対会社関係

でも譲渡担保権者が株主となり、議決権を行使できるということになる。 

というように、この事件は、名義書換をしていない（判決で認定していない）ので、当

事者の意思解釈が問題になっているのですが、逆に言えば、きちんと名義書換までしてい

れば、余り当事者の合理的意思とかを問題にする必要はかったのではないかと思います。

実務上は、譲渡担保権者が議決権まで行使しようと思うなら、名義書換をするし、そうで

はなくて、単に株券だけ預かっていればいいと考えるなら、名義書換はしない。その場合

は、設定者が議決権を行使することになるんですよね。 

  ですから、デフォルト・ルールとしては、むしろ、担保権者が対会社対抗要件まで備え
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たかどうかが重要になるわけです。これを備えていれば、通常は当事者の意思がどうであ

ったかが大きな争いになることはないのではないかなという感じもしております。 

○道垣内部会長 片山さん、よろしいでしょうか。 

○片山委員 はい、どうもありがとうございました。大変勉強になりました。 

○道垣内部会長 それでは井上さん、お願いいたします。 

○井上委員 井上です。 

  田中先生、いろいろな点にわたって御説明、御解説いただきまして、どうもありがとう

ございます。幾つも聞きたい点はあるんですけれども、今の点に関連して、株式の担保に

ついて２点質問と、一つコメントをしたいと思います。 

  一つ目は、先ほど御説明くださったように、株式の担保については株式自体の換価価値

をつかまえるというよりは、むしろ支配権をつかまえて、場合によっては役員を替えてで

も言うことを聞かせるということも、効果としてはあり得ると理解しておりまして、そう

いう観点からは、議決権が非常に重要であるということは御説明のとおりだと思います。 

  その上で、今回の担保法改正により何らかの影響、特に悪影響が生ずるかという問題提

起については、現在行われている、いわゆる略式質、略式譲渡担保と言われるものと、も

う一つ、登録質、登録譲渡担保と言われるもの、これは券面がある場合だけでなく、上場

会社の振替株式の場合にも、特別株主制度を使って略式譲渡担保ができるため、両方の選

択の余地がある制度を前提にすれば、特段悪影響はないと理解しているのですけれども、

それで先生の御理解とも合っているでしょうか、というのが一つ目の御質問です。 

  二つ目の質問は、これは口座の担保についてのニーズというところで、どういう設計を

お考えなのかをお尋ねしたいんですけれども、イメージとしては、振替法上のルール、す

なわち口座に記録されている証券は、その口座の名義人に帰属する、具体的には顧客口座

の保有欄に記録されている振替株式は、その顧客に帰属するというルールは、これは動か

さないでおいたままで、その証券口座を名義人以外の人に担保目的で移すという御趣旨で

しょうか。そして、担保を実行するという段になると、口座の名義を書き換えて、その口

座自体の契約上の地位が移転することによって担保権者の口座になり、そのときに口座の

中にあった有価証券が担保権者のものになると、そういうようなイメージで口座の担保と

いうものを捉えておられるのか。検討すべき出来上がりのイメージをお聞かせ願えればと

いうのが二つ目です。 

  三つ目は、これはコメントになるんですけれども、先生からは、先ほど設定者が担保の

負担付で株式を譲渡するオプションという、一つの検討課題をお示しいただきましたが、

もう一つ、実務的に検討すべきかなと思っておりますのは、同順位の担保設定を可能とす

るような振替制度を準備すべきではないかというお話です。 

  現在、一般の譲渡担保について、先順位、後順位にしろ、同順位を複数付けるにしろ、

複数設定することについて、譲渡なのにできるのか？という問題意識があるわけですが、

それについては、現時点までの担保法改正の議論に基づいて、譲渡担保についても先順位、

後順位の設定ができるんだという方向で議論されています。だとすると、同順位で複数設

定することもできると考えてもいいのではないか。所有権概念のようなものに拘束されず

に、そういった設計ができるのではないかと理解しておりますが、それを前提としても、

振替証券については、現在、振替制度上の制約により、同順位の担保設定は譲渡担保だと
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うまくいかないし、質権の設定についても当事者による工夫として連名口座を作って、そ

の連名口座の質権口に移すということをしているわけですけれども、それは、債権譲渡な

どによって担保権者が替わる度に連名口座を作り直さなければいけないなど、必ずしも便

利な状況ではないので、そういう意味では振替制度の問題になってしまうのかもしれませ

んけれども、同順位譲渡担保あるいは同順位質権の設定がスムーズにできるような振替制

度のニーズもあろうかと思っておりまして、それを併せて検討課題にすべきなのかと思い

ます。これが三つ目です。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  田中さん、よろしければお願いします。 

○田中参考人 ありがとうございます。 

  第１点目の現在の制度では、略式の譲渡担保と、一般に登録譲渡担保というものが利用

可能で、略式にすれば議決権など共益権はその設定者に残り、登録譲渡担保の形にします

と、対会社対抗要件も満たすので、議決権なども担保が譲渡担保権者に移転できます。と

なると、私もこの制度があれば、あえてこの関係で何か新しい規律を設ける必要はないの

かなとも思っています。 

  今日こういうお話しをしたのは、中間試案の中で、譲渡担保権というものは、利用権は

設定者に留保されるものであるというよう理解が示されていまして、それは、動産の場合

はそれでいいのかもしれませんが、株式だと必ずしもそうではないのではない、議決権な

ど共益権も含めて株式に関する一切の権利を譲渡担保権者に移転するという場合もありま

すので、そういうオプションは残してほしいという形で申し上げました。そして、そのオ

プションについては、現行法の下で存在しておりますので、あえてそのために新法を作る

必要はないのかなという気がしております。 

  それから、振替口座についてですが、私がイメージしていたのは、今、井上先生がおっ

しゃったとおりで、口座に対して担保権を設定し、設定者は、その口座の中にある株式に

ついては譲渡できるので、したがって担保権を設定している期間中、口座の中身は入れ替

わっていくのだけれども、いざ担保権を実行するときには、言わば口座が凍結されたよう

な形になりまして、その時点で口座に残っている株式について、担保権者に優先的な権利

が与えられるというような制度を想定しておりました。 

  それから、３番目のコメントについては、非常に勉強させていただきました。確かに現

在の、例えば振替制度を利用しない会社ですと、譲渡担保というのは株式の譲渡という形

の名義書換しかできないという限界があります。したがって先順位、後順位の譲渡担保権

とか、あるいは同順位みたいなものも、現行法では設定が難しい。その辺り、これは実務

のニーズとの兼ね合いだと思うんですけれども、株式についても、正面から先順位、高順

位の譲渡担保権の設定を認めるルールを作る、そうして、井上先生が言われるような同順

位譲渡担保というような形の担保設計のオプションを認めるということは、十分考えられ

るのではないかと思います。そういったニーズがあるのであれば、それについては、確か

に現行の法制の改正も必要になってくるかなと思います。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  それでは、ほかに何かございませんでしょうか。 

  倉部さん、お願いいたします。 
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○倉部委員 ありがとうございます。法政大学の倉部です。 

  田中先生、今日は大変貴重な御報告を賜りましてありがとうございました。大変勉強に

なりました。 

  ５ページで御指摘をされている中黒の二つ目のところです。将来取得財産に対してもと

いうところですけれども、特にこの部分で御指摘されている担保権の効力を債務者と担保

権者との間の契約の自由に任せず、法的な規制を課すことには合理性があるという御指摘

がされている点、私も非常に共感しておりまして、ちょっと場面は異なりますけれども、

以前２０１７年の民訴学会でのシンポジウムで、別除権協定について正に同じような問題

意識で報告をさせていただいたことがあります。ですので、大変ちょっと心強いなと思い

ながら拝聴しておりました。 

  その後の部分で、アメリカで倒産した場合でも、ABLの継続を阻害しないでうまく活用し

ているということを御指摘されているんですけれども、今日、田中先生が御指摘されてい

る点も、もちろんうまくアメリカでABLが支えられているという点であると思うんですけれ

ども、それに加えて、やはりアメリカではオートマチックステイがございますし、それか

ら、いわゆるバイファケーション、債権の二分化がされますので、担保権、いわゆる会社

更生でいえば更生担保権として扱われる部分と、更生債権として扱われる部分というのが、

倒産手続の開始時で二分化がきちんとされていますので、いわゆる担保権として保護され

る範囲というのが、倒産手続の開始時で明確であるというところが、やはりアメリカ法の

特徴ではないかなと考えています。 

  それがあるからこそ、いわゆる適切な保護、アディクテッド・プロテクションもうまく

機能していて、その後の、いわゆる担保替えみたいなものも、この範囲で担保を入れ替え

るということがスムーズにできているのではないかなと考えております。 

  その点で、我が国の場合どう考えていくのかということになるわけですけれども、田中

先生の御報告ですと、もう一切、アメリカ法も参考にということで、将来取得財産に対す

る担保権は基本的には認めないという前提で、６ページのところで、担保価値維持義務の

点を挙げたりですとか、その後代替の担保権の設定を含む十分な保護を与えるということ

で、裁判所の許可を得て現在の担保目的物を売却するという仕組みもよいのではないかと

いう御提案をされていまして、特に後者の裁判所の許可を得て代わりの担保を、現在の担

保を、担保目的物を売却して、いわゆる担保の付け替えをする。この裁判所の許可を挟む

ということは、去年、民訴学会で慶應の高田賢治先生が同じような御提案をされていまし

て、そこで特にポイントとして高田先生が御指摘されていたのは、やはり担保目的物の、

どの時点かという問題はありますけれども、担保権の保護をする範囲を明確にするために、

どこかの段階で評価が必要であるということ。その評価をするために、裁判所を介在させ

るというのがポイントであるというような御報告されていました。 

  恐らく今日の田中先生の御報告のこの辺りの御提案というのは、高田先生のその御報告

ともちょっと共通する部分があるのかなと感じたんですけれども、その点、田中先生がど

のようにお考えなのかなということと、私は高田先生の御報告を拝聴したときに、実はち

ょっと反論をさせていただきまして、こういった動産債権が担保目的物となっていて、特

に再建型の倒産手続に入ったときには、担保目的物の担保価値の目減りという点も御指摘

されていましたけれども、目減りはもう前提であると。事業を継続するためには、どうし
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ても目減りはしていくので、それをいかにスムーズに補填をしながら、担保目的物の事業

継続のための活用を一方で促しつつ、けれども担保権者の保護をするのはどういう仕組み

なのかというのを、スムーズに考えるべきなのかなと思っておりまして、むしろ担保権の

効力は及ぶけれども、保護される範囲というのをきちんとどこかの時点で評価をして、い

わゆるバイファケーションに相当するものをするべきなのではないかなと考えております。 

  ですので、ちょっと前提が異なってしまうんですけれども、そういった事業継続の、ス

ムーズに進めるといったことも含めると、何かいちいち裁判所の許可を得るというのは、

かえって煩雑になってしまうのではないかなという私の問題意識もございまして、そうい

った点も含めてちょっと御教授を賜ることができましたら有り難いです。よろしくお願い

いたします。 

○田中参考人 どうもありがとうございます。 

  倉部先生の論文もお読みして、大変勉強させていただきました。 

  これは、再建法制、倒産法制の基本構造をどう考えるかということにもつながる問題で

あると思います。アメリカ法ですと、倒産申立によって基本的に担保権実行は止まります。

そして、担保権も倒産手続に取り込んでいくということですから、日本でいえば会社更生

手続の同じルールが、全ての倒産手続に当然似適用されるような感じなわけです。これに

対して、日本は、会社更生手続はアメリカに近いルールなんですけれども、会社更生事件

は、年間にほんの僅かな件数しかなくて、法的再建手続は通常、民事再生手続でやってい

るので、その点、確かに日米で法制の基本構造が違っているということはあると思うんで

す。 

  ただ、私、基本構造の違いは、余り強調しなくてもいいのではないかと思うところがあ

ります。特に、現行の民事再生手続では、債務者は、担保権実行中止命令の申立ができ、

さらに、担保権消滅請求手続も利用できます。このことを考慮しますと、アメリカの再建

手続、つまりチャプター１１と、民事再生手続の違いは、アメリカでは、ステイ（担保権

の実行停止）は自動的だけれども、日本は個別的になっているというところと、それから、

担保権者と債務者との間の交渉が成立しなかったときに、アメリカではクラムダウンの手

続が使えますので、担保権者に対して分割弁済ができる。これに対して、日本では、担保

権を消滅させるためには担保価値を一括で弁済しなければいけない。この違いに、煎じ詰

めれば尽きると思っています。 

  日本が、担保権に関してアメリカのルールをそのまま採用していないのは、それなりに

制度を作るときに議論した上で、こうなっていると思います。担保権を倒産手続に取り込

むことは手続を重くするし、それから、担保権実行を当然に止めるというのは、債務者に

対する規律（モラル・ハザードの防止）という観点からも、いいことばかりではないと思

います。アメリカの場合、ステイ（実行停止）はオートマチックなんだけれども、担保権

者は、ステイを外せという申立ができ、そこで、ステイを外すべきかを巡っていろいろな

事件も起きるし、そこを裁判所がチェックしていかなければいけない。この、ステイを外

すべきかというところをきちんと裁判所が判断できる制度にしていないと、倒産手続にお

いて半永久的に担保権を止めることになりかねず、そうすると、債務者のモラルハザード

を起こす恐れがあると思います。 

  現行の民事再生手続では、日本は、担保権実行を当然には止めないので、担保権者と債
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務者の交渉でまずは解決してくださいということになっていて、それでも解決できないと

きは、一時的だけれども担保権実行を止めるという担保権実行中止、それから、担保権の

消滅請求手続を設けています。担保権消滅請求手続をする場合には、裁判所の担保価値の

評価がどうしても必要になります。そうしますと、「十分な保護」を条件にして担保物の

処分を認めるという制度を設けるということは、これまでは、裁判所は、担保権消滅請求

のときに担保価値を評価するだけだったのが、それに加えて、「十分な保護」に関する事

件において、今ある担保物の価値を維持するだけの保護が提供されるかどうかを判断する

ために、担保物の評価をする必要がある。つまり、裁判所が担保物を評価しなければなら

ない場面が、今よりも増えることにはなります。ただ、逆に言えばそれ以外の場面では評

価しなくていいわけです。アメリカの制度だと、担保物は全部評価しなければいけません

から、それがいいかどうかというのは、議論の余地があると思います。最初から倒産手続

に担保権を取り込むよりも、取り込まないで、必要に応じて裁判所が出てくるという方が

いいかもしれない。これは、担保権の取扱いにとどまらなくて、倒産手続全体の基本構造

をどうするかということになってくると思いますが、アメリカのやり方をすっかり採り入

れるという選択肢ももちろんあり得ると思うんですけれども、日本の制度の中でより合理

的に制度を改善していくという方法もあると思います。 

○道垣内部会長 どうもありがとうございました。 

  どの部分で調整を図っていくかというのを、担保権の目的物の範囲の特定の問題のとこ

ろでやるとか、効力の問題としてやるとか、倒産のところでやるという、まあ各国違うわ

けですが、いずれにせよ全体として、それらの手段をうまく組み合わせて、適切な形にな

るように、外国法も十分に参考にしながら考えていかなければならないんだろうと思いま

す。 

  まだまだ田中先生にはお伺いしたいこともありますし、また、事業担保につきましても

御発言の時間を十分に取っていただくことができませんでして、こちらとしては大変申し

訳なかったんですけれども、時間の関係もございますので、田中さんからのお話と質疑応

答というのはここら辺で終了させていただければと思います。 

  田中さんにおかれましては、大変お忙しい中、当部会の調査・審議に御協力いただきま

して、誠にありがとうございました。どうもありがとうございました。 

  それでは、次の参考人の方にお願いをしたいと思います。 

  では、公益社団法人リース事業協会法制委員会委員長の山田周一さん、同協会事務局長

の加藤建治さんからの御意見を伺いたいと思います。お二人も会場にお見えくださってお

ります。よろしくお願いいたします。 

○山田参考人 よろしくお願いいたします。 

  私、リース事業協会法制委員会の委員長を務めております山田でございます。最初に御

挨拶をさせていただきます。 

  ファイナンスリースが我が国に導入されて５０年以上がたっております。業界団体であ

りますリース事業協会も５０周年を経過して、時を刻んでおるところでございますけれど

も、私は民間のリース会社で執務をしております。専従ではございません。 

  今日は専従の事務局長の加藤と共に参上した次第でございます。 

  まず、法制審議会の担保法制部会におかれまして、担保法制の見直しに関する中間試案
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を公表されて、この中でファイナンスリースに関する規定の要否及び在り方と、これを検

討することが示され、我々も議論の進捗等についてずっと注視してまいりましたが、ファ

イナンスリースを利用権設定契約として民法に規定するというようなことが提案されてい

るということで、我々にとっても非常に大きな影響があり、意見を述べさせていただく機

会を設けていただいたことに大変感謝をしております。 

  まず最初に、協会の概要とリース業界とリースの実態について加藤から説明をさせてい

ただきたいと思います。 

○加藤参考人 それでは、資料の１ページ目を御覧いただきますと、「リース事業協会の概

要」を記しております。会員会社は２３０社のリース会社でございます。先ほど山田から

説明がありましたとおり、１９７１年に設立されて、２０１３年に公益社団法人に移行し

ているということでございまして、事業者団体としては公益社団に移行するというのは比

較的珍しいと言われております。リース取引においてはお客様、それと関係先が非常に多

岐にわたるため、リースに関わる問題というのは影響が及ぶ範囲が広いということにより、

公益性を持った団体として各種調査研究等の事業を行っております。 

  資料の２ページ目に移っていただきまして、「リース産業の概況」でございます。 

  １９６３年に我が国にリースがアメリカから導入されましたが、アメリカのリースをそ

のまま日本に導入したのではなく、日本の制度に合わせた形で日本に導入されました。 

  当時を知る人間に聞いたところ、アメリカのリース契約書はそのまま使用できず、ドイ

ツの契約書を参考として日本の法制に合わせた契約書を作ったということでございます。

産業としては今年６０年を迎えます。 

  左上にあります会員会社数、協会ができた当時、１９７１年１９社ですが、先ほど御説

明したとおり、現在２３０社となります。 

  従業員数でございますが、１９７１年１２００名余りだったところ、現在では８万３０

００人超ということでございます。 

  企業のリースの利用率は、１９７４年時点では４割程度でございましたが、現在では９

割近い企業さんで御活用いただいています。 

  市場規模については後ほど御説明をいたします。 

  左下に総合リース業の位置付けを記載しております。勘違いされる方が結構いらっしゃ

いますが、我が国のリース業は、不動産業・物品賃貸業に位置付けられています。これは

日本標準産業分類という統計上の区分ではございますが、我々がここに位置付けてほしい

ということではなくて、客観的な第三者の評価として物品賃貸業という独立した業種とし

て評価されているということでございます。不動産業と物品賃貸業が一緒になったのは２

００７年の改正、それまではサービス業として位置付けられていましたが、その整理とし

ては設備の賃貸、リースが終わった後の売買、リース物件の管理といった点で、不動産業

に物品賃貸業は近いということで、不動産業と物品賃貸業が大分類として区分されました。

先ほど申し上げましたとおり、これがリース業に対する客観的な評価と認識をしておりま

す。 

  ３ページ目にまいります。 

  ３ページ目は「リース取引の現状」でございまして、リース取扱高の推移を１９７０年

度から遡って、途中までは５年刻みでございます。これもよく勘違いされる方が多いとこ
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ろですが、ここに示している数字は所有権移転外ファイナンスリースという取引で、リー

スが終わったとしても所有権はお客様に移転しない、リース会社に基本的には返していた

だくという取引とオペレーティングリースの二つを合わせた数字でございます。 

  数字を見ていただきますと、１９９０年代はリース取扱高、これはリース契約額の総額

を表しますが、１９９０年代がピークで、２００６年から２００７年、２００８年、２０

０９年、２０１０年を見ていただくと、大幅に取引が減少しています。その横に原因を記

載していますが、リース会計基準と税制の変更により、上場企業を中心にリースの使い勝

手が悪くなったといったこと、併せて当時リーマンショックといったものがあって、設備

投資が減退したことが要因となります。リーマンショックの影響は緩和されてきている中

で５兆円ぐらいで推移し、２０１９年に盛り返し始めましたが、残念ながら新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響もあって、取引額が減少しているという状況でございます。 

  ４ページ目は、どういった物件をリースで取り扱っているかといったことをお示しした

数値でございます。構成比で表しておりますが、最も多いのが情報通信機器でございまし

て、パソコンを始めとする情報機器ですとか、ウェブ会議のネット通信機器とかもリース

で行われています。最近ですと全国の小・中学生に１人１台パソコンを整備する事業とい

った中でもリースが活用されていまして、その理由としては、行政における手続面での利

便性といったことでリースを御活用いただいているということです。 

  次に多いのが、輸送用機器、自動車でございますが、近年ですと脱炭素を目指す企業に

おいて、電気自動車、それと併せて再エネ設備といった御要望も増えてきているところで

す。 

  産業機械・工作機械は特に中小企業の製造業の方に御活用いただき、商業・サービス関

係設備に関しては大企業から中小企業まで御活用いただいているところです。 

  中ほどにある図は、企業規模別、実際にリースを使っていただいているお客様の企業規

模を示しています。中小企業の定義は資本金１億円以下となりますが、中小企業が半分。

残りは大企業と官公庁という状況です。 

  リースの利用率は先ほど御説明いたしましたので、割愛いたします。 

  ５ページ目は、我々が企業１万社を対象としてリースをどう評価いただいているのかと

いったことをお示しした数字で、複数回答となっております。最も多いのが、設備導入時

に多額の資金が不要であるといったことに加えて、コストを容易に把握できるとなってい

ます。後ほど山田の説明に出てきますが、リース料は毎月均等、定額でお支払いいただく

ということで、コスト把握が容易であること、所有に伴う事務管理の省力化が図れるとい

った点、これら三つが最も多い評価でして、設備の使用予定期間に合わせてリース期間を

設定できる、法定耐用年数というものが日本にありますが、その枠を超えて実際の使用期

間に合わせてリース期間を設定できること、近年高くなってきているのが、環境関連法制

に適正に対応できること、これは、リース会社が環境関連法制に適正に対応して、リース

が終わった物件を環境関連法制に適正に準拠して処分をしているということであり、資料

の右横にございますとおり、リースの多様なメリットをユーザーに御評価いただいている

ということでございます。 

  ６ページ目の「リースの機能」について御説明をさせていただきます。 

  中ほどにリース会社、左側にユーザーとありますが、実際にリース物件を使っていただ
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いている企業さんでございますが、リースの機能としては設備投資促進、付加価値提供と

いうものがあり、企業にとって競争力の維持ですとか、脱炭素投資、あるいは省力化とい

ったことにリースを活用いただいています。 

  一方、サプライヤー、メーカーさんでございますが、製品の販売促進ですとか代金の早

期回収という機能があり、そのメーカーさんの成長若しくは技術開発、特にコンピュータ

ーに関しては相当リース業界がコンピューターの発展に寄与しているのではないかと考え

ております。最近ですとベンチャー企業さんの技術開発も支援しているところです。 

  特にリースの中で重要と思われる機能としては、資源循環といったことがございまして、

リースが終わった物件については、メーカーに還元していくということです。資料の中ほ

どにプラスチック資源循環促進法ガイダンスとありますが、どのような物件でもプラスチ

ックは使われていますが、その資源循環を促進するためのリース業界としての取組となり

ます。リースは、物を所有し、それを回収していくといった機能があり、業界団体として

初の取組でございますけれども、金融とは言えないような取組をしているということでご

ざいます。最近ですとデジタル投資、グリーン投資、我が国にとって重要な戦略でござい

ますが、そういった中でリースの活用が非常に期待されているといったことがございます。

そういった取組を阻害するような法制度の改正ではないかと考えているところでございま

す。 

  ７ページ目以降は山田から説明します。 

○山田参考人 それでは、当協会の意見について、山田から説明をさせていただきたいと思

います。 

  ７ページでございます。 

  五つほどまとめておりますが、中間試案の御提案について協会として反対意見を述べさ

せていただきたいということでございます。 

  まず１点目でございますけれども、ファイナンスリースに関する規定が適用される範囲

が非常に不明確であります。多くの貸借型の取引に負の影響を及ぼすおそれがあると、こ

ういうふうに考えております。 

  その結果として、②でございますけれども、新たな商品開発の阻害要因になるのではな

いかということです。 

  さらに、会計制度、税制度に波及することによって、利用者の利便性、これが損なわれ

るのではなかろうかということ、さらに、利用権の価値についての評価方法というのが全

く明確ではなく、借り手の設備調達手法を狭めることになってしまわないかと、といった

ことを懸念しております。 

  最後、各種法令等との関係性、これが全く今の段階ではどういうふうにお考えになられ

ているのか分からないということでございます。 

  当然ながら、今日述べさせていただく意見のほかに様々な論点があります。これらにつ

きましては、改めて中間試案の提案の内容を我々で精査させていただいた上で、協会の意

見書として御提出することを考えております。 

  それでは、今申し上げました問題点として掲げた５点について、簡単に御説明差し上げ

ます。 

  ８ページを御覧ください。 
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  ファイナンスリースに関する規定が適用される範囲が不明確、多くの貸借型取引に負の

影響を及ぼすおそれがあるということです。そもそも中間試案の御提案が、担保権取引と

しての特徴を有するファイナンスリースを抽出して規定すると補足説明の中で説明されて

おりますが、その要件は、適用される取引の範囲が不明確である上に、多くの貸借型取引、

例えばファイナンスリースはそうですけれども、ファイナンスリース以外のリースである

オペレーティングリース、さらに通常の賃貸借、レンタル、シェアリング、サブスクリプ

ションといったものに当てはまる可能性があるのではないかと考えております。後ほど述

べさせていただきますが、負の影響を及ぼす可能性があるということでございます。 

  中間試案の御提案として、この三つの要件、ファイナンスリースの要件と示されている

ものにつきまして、書き出してございますけれども、例えば１点目の利用権設定者が利用

権者に対し目的物の使用収益を認容するものであること。これは、幅広く賃借型の取引に

共通することであろうと思います。 

  ２点目、利用権者が利用期間に利用権設定者に対して支払う利用料の額が、目的物の取

得の対価、金利その他の経費等相当額を基に算出されていること。この相当額を基に算出

されているという、これが非常に不明確だということです。賃借型の取引において、利用

期間に応じて投下資本、これを回収できるように利用料を設定するということは、必ずし

もファイナンスリースだけの特性ということではなかろうと。多くの貸借型の取引におい

てもこういう要件を満たすと評価される余地があるということでございます。 

  さらに、利用権者による目的財産の使用及び収益の有無及び可否にかかわらず、利用料

債権が発生することとございますけれども、これはどこまで広げて解釈するかということ

によるのかと思いますが、実務上、中途解約のためには、残存の賃貸借期間の賃料相当の

解約金の支払が義務付けられているようなケース、こういうような特約付の賃貸借契約も

数多く存在します。では、このような場合というのは、この③の要件に該当するのか、し

ないのか。こういう問題があると、こういうふうに考えております。 

  次のページ、９ページでございますけれども、①で御指摘させていただいた問題点によ

って、新たな商品開発の阻害要因になると、こういうふうに考えております。中間試案の

提案が掲げているファイナンスリースに関する規定が適用される取引の特徴、これは多く

の貸借型の取引に当てはまり得ると考えております。そうしますと、中間試案の提案を前

提として法制化がなされた場合、リース会社及びユーザーとしては、フルペイアウト方式

によるファイナンスリース以外のリース、これはフルペイアウト方式以外のリースと単純

に言いますけれども、これはファイナンスリースに係る新規規定の適用又は類推適用され

る可能性があることを念頭に置いて行動しなければならなくなるだろうということです。 

  ところが、先ほどもお話し申し上げましたけれども、リース業界ではユーザーのニーズ

に合わせて多種多様な商品が日々開発をされております。ここには残価付リース、メンテ

ナンスを付したリース、変動リース料、特約付リースという形で表現してございますけれ

ども、様々な商品開発をしております。これらリースが、果たしてファイナンスリースに

係る新規規定が適用されるのかどうなのか、判断することは非常に困難であろうと。すな

わち予見可能性が極めて低いと、指摘せざるを得ません。すなわちファイナンスリースに

係る規定を新設する場合、実務においてリース会社及びユーザーがフルペイアウト方式以

外のリース、これを取り扱うことを差し控えるようなこと、これは極論だと言えば極論か
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もしれませんけれども、このような萎縮効果が働くことによって、リース商品の開発及び

普及が阻害されて、ひいては企業の設備投資の後退につながること、これもあり得るので

はなかろうかと考えております。 

  ここで申し上げている新規商品の開発ということで言えば、先ほど加藤からもお話しし

ましたように、持続可能な社会の実現に資するための商品開発ということで、私どもの会

社でも、例えば電力売買契約（ＰＰＡ）モデルといった形での太陽光発電設備の提供、実

際にはファイナンスリース的な要素を組み込んで取り扱っていたりですとか、つい最近も

プレスリリースをしてございますけれども、超小型のバイオガスプラントです。これは、

食品残渣をガスに変えるというプラントなんですけれども、こういうものを工場に併設い

ただくという際に、ファイナンスリースの仕組みを組み合わせた形で御提供しようという

研究をスタートしています。こういう形での商品開発が行われているということでござい

ます。 

  それでは、次にまいります。 

  １０ページでございます。 

  問題点③、会計制度、税制度に波及、ユーザーの利便性が喪失しますということを御説

明します。先ほどのリース取扱高の統計で御説明を差し上げました、大企業に関して、リ

ース会計基準、税制の変更があって、大きく取扱いが減ぜられたというところでございま

すけれども、リース取引自体が日本の税制と会計処理を踏まえて、そもそも存在していた

賃貸借という取引、これを前提としながら、企業の設備調達需要に応じる取引として今ま

で発展してきた歴史的背景があります。税務・会計の問題と非常に直結した取引だという

ことでございます。中間試案の提案において、利用権設定契約を設ける趣旨、これは補足

説明で示されておりますとおり、当該契約を金融と事実上同一視しているということにあ

るのではないかと理解しております。 

  このような考えの下で、民事の基本法である民法に利用権設定契約と規定された場合、

貸借型取引の会計制度、税制度に影響が及ぶということは、非常に強く懸念されると考え

ております。利用権設定契約とされた貸借型取引、これはリース会社及びユーザーともに

金融取引類似の会計処理とすることが公正妥当な会計処理とされて、それが更に税制にも

及ぶということになると、ユーザーの経理処理、税務処理が複雑となって、貸借型取引の

利便性が著しく損なわれることになることを懸念しております。貸借型取引のうちファイ

ナンスリースは、中小企業等にとって重要な設備投資手段と自負してございますけれども、

その利便性が著しく損なわれることによって、中小企業等の設備投資手段が狭まり、結果

として我が国の経済に負の影響、これが及ぶのではなかろうかということで、現状と中間

試案を用いたときの比較で図に表してみましたが、現在、リース料が定額経費と処理され

ているものが、元本部分と利息部分に分けた処理ということが強いられることになること

が懸念されます。 

  こうなりますと、先ほど申し上げましたリースのメリットであるところの、特に過半の

ユーザーから支持を得ている三つのメリットのうち、コストを容易に把握できる、事務管

理の省力化が図られるという二つのメリットが喪失してしまうということです。これは、

業界としてゆゆしき問題ではなかろうかと考えておるところです。 

  次にまいります。１１ページです。 
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  問題④です。 

  利用権価値の評価方法が明確でなく、借手の設備調達手法を狭めます。について御説明

します。中間試案及び補足説明においては、利用権価値の評価方法等に関する記述があり

ませんが、利用権価値の評価に関する定説、客観的な手法というものは存在しておりませ

ん。現時点では利用権の市場での流通性もないため、市場価値の形成も不透明であること

から、利用権価値の評価をめぐって無用の混乱が生じ、借手の設備調達手法を狭めるとと

もに、迅速な再生手続に資さないおそれがあるのではないかということでございます。 

  実際に現状では、別除権又は更生担保権とされた場合、事業者にとって設備の必要性、

更に物件の価格、リース料の残額などを考慮して、個別具体的な事案の特性に応じながら、

別除権又は更生担保権の評価がなされているところでございますけれども、仮にファイナ

ンスリースが法制化された場合、利用権価値の評価方法が不透明、不確定であるため、従

来のような臨機応変にというか、柔軟な取扱いができなくなり、結果として迅速な再生手

続が阻害されることにはならないか、ということでございます。こちらについても、簡単

に資料の図で表しているところでございます。 

  次にまいります。１２ページでございます。 

  問題⑤として記載させていただいた各種法令等との関係が全く考慮されていないという

ことです。 

  ファイナンスリースが我が国に導入された１９６３年以来、リース会社はファイナンス

リース又はファイナンスリースに関与する当事者が、各種法令等に定める賃貸借、賃貸、

賃借若しくは賃貸業又は賃貸人若しくは賃借人に該当するものとして、各種法令等の規律

に従ってファイナンスリース業を営んでまいりました。民法上の担保権の項目にファイナ

ンスリースに係る規定が新設された場合、我が国の設備投資に大きく貢献しているファイ

ナンスリースが、賃貸借とは異なる概念の取引であると理解されて、ファイナンスリース

又はファイナンスリースに関与する当事者が、各種法令等に定める賃貸借、賃貸、賃借若

しくは賃貸業又は賃貸人若しくは賃借人に該当するのか否か、これは疑義が生じるのでは

なかろうか、又は強まることにはならないかということでございます。 

  我々の方でデータ検索で調べたところ、２０２２年１０月１３日時点でこのような用語

が使用されている法令が１２６存在していました。この影響というのは、実務上必ずしも

小さいとは言えず、当然これを解消するためには、行政府の解釈では法的安定性というの

は欠くので、きちんとした形での立法措置が必要になろうかと考えますし、もしそういう

動きが現実化すれば、当然我々としてはそうしていただかないと困るということですが、

これらについて、特に議論にも上がっていないということで、懸念を抱いているところで

す。資料に掲げているのは、犯罪収益移転防止法と、消費生活用製品安全法と、刑法、地

方自治法です。１３ページ、１４ページに抜粋して記載させていただいておりますけれど

も、この場で御説明するのは、時間的な制約もございますので割愛させていただきますけ

れども、こういうことについて、我々、逆にこういうことで縛られているけれども、こう

いう法律に定められている貸手の立場は、お客様でなくて我々が担っているということで

す。実はこれが商品としてのサービス、アピールポイントになっているというのは、先ほ

ど加藤の方から説明した中でも出てきているところかと思います。 

  最後、「参考」ということで示させていただいております１５ページでございますけれ
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ども、リース事業協会がどのような活動をしているのかということで、当然ながら業界と

してリースという取引自体がきちんと利用されて、逆に言うと悪用されたり、経済の今の

流れの中に逆行するような形で業者等が動かないようにということで、いろいろとガイド

ラインを設けながら活動しております。 

  ここに代表的な、我々が策定しているガイドラインを三つほど挙げさせていただいてお

ります。例えば冒頭の小口リース取引に係る自主規制規則というものは、かなり古い時代

と我々は考えておりますが、１０年以上前に小口リースと呼ばれる、専らベンダーという

かサプライヤー、物を提供する業者とリース会社が提携して取り組む小口のリース取引な

において、サプライヤー、ベンダーの不適切な販売行為でお客様に御迷惑を掛けるという

事件が多発したということで、自主的ないろいろな取組を行って、うまく鎮静化ができて

いるということでございます。先般の大阪高裁の判決でも、この自主規制規則に反する対

応を取った会社について、それは問題であるという、裁判の中でもこの自主規制規則の重

要性というものが評価された事象でございます。 

  そのほかには、銀行等金融機関でも取り組んでおられる経営者保証に関する対応ですと

か、自然災害の発生があったときの対応、こういうものについてのガイドラインを設けて

対応してございます。 

  以上、駆け足で御説明させていただきました。 

○道垣内部会長 どうもありがとうございました。 

  それでは、参考人の山田さん、加藤さんからの御意見につきまして、御質問等があれば

お願いいたします。 

  それでは阿部さん、お願いいたします。 

○阿部幹事 幹事を務めております東京大学の阿部と申します。御説明ありがとうございま

した。 

  問題点の①、資料の８ページに関して御質問させていただきたいと思います。 

  中間試案の提案の中で、担保権取引としての特徴を有するファイナンスリースの要件の

中の③として、利用権者（ユーザー）による目的財産の使用及び収益の有無及び可否にか

かわらず利用料債権が発生することに対する御批判として、実務上、中途解約のためには

残存賃貸借期間の賃料相当の解約金の支払が義務付けられる旨の特約付の賃貸借契約が多

く存在しますということが述べられているわけですけれども、そのような特約、つまり、

どの時点で中途解約をしたとしても、残存賃貸借期間のリース料を全て支払わなければな

らないというような特約を結ぶということはなぜ必要なのか。また、それがリース料の賃

料、すなわち目的物の使用収益の対価という性質と矛盾するものでないのかということに

ついて、御説明いただければと思います。 

  とりわけ、もし不動産の賃貸借であれば、例えば予告期間というものを設けて、その予

告期間を十分空けた状態での解約を申し立てれば、その解約金は生じないと。これに対し

て、その予告期間を十分に空けずに解約を申し出た場合には、その予告期間分の賃料相当

の解約金が生ずるというような取引が行われていると思うのですけれども、これと違って

リース取引においては、いつ解約をしたとしても、残余期間のリース料全て、その解約金

として払わなければならないとされているのはどうしてなのか。また、それがリース料の

賃料としての性質決定と矛盾しないのかという点について御説明いただければ幸いです。 
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○山田参考人 今の御質問の趣旨が私もきちんと掌握できているかというのは自信がありま

せんが、いわゆるファイナンスリースであれば、当然その物件を購入し、保有し、それに

要する費用をほぼ全部賄うような賃料設定をさせていただく。要はそれをもって途中でや

めたと言われても、全額回収できないようなことになると、リース会社が損害を被ってし

まうということになります。では、その全額なのかどうなのかということで、そのような

ペナルティーが、ファイナンスリースと呼ばれる契約以外でどうなのかということについ

て言うと、事例として見られるということで、我々の理解ですけれども、例えば不動産の

賃貸借取引においても、それは何らかの事情をもってそういう特約を付されているとは思

いますが、例えば定期借地、定期借家、こういうものを組み合わせた形で、一定期間そこ

で賃貸で運営するといったようなケース、これはほぼほぼペナルティーとして残賃料を全

額頂戴するというような特約が付されていると理解をしてございます。 

  これは一例でございますけれども、それぞれの事情に基づいてということだろうと思い

ます。ただ、動産のファイナンスリースについて言えば、冒頭申し上げましたとおり、リ

ース会社の投下資金をきちんと回収するためにということではあります。リース物件は、

リース会社が所有権を有していますので、その返還が得られれば、その物件を再利用する

ことによって、投下資金が回収できる余地があるわけで、それはあらかじめ当初から見込

んでおいて、いわゆるフルペイアウトでない形の残価リースですとかオペレーティングリ

ースと言われる取引の類型があります。そういう形で残リース料を全額頂くとは言いなが

らも、投下資金は全然回収できない契約の内容になっている取引も多々ございます。 

  むしろ、今、そういう取引をいかに拡大していくかというところに、いろいろ頭を悩ま

せているというか、知恵を使っているという状況でございます。 

○道垣内部会長 まだ井上さん、沖野さんからも手が挙がっているんですが、ちょっと阿部

さんの質問との関連で、私からも一つ伺いたいのです。目的物が滅失したときにどうなの

か、ということです。阿部さんの質問の根本は、いずれにせよ全額払わなければいけない

ということは、目的物の使用と月々なら月々の支払が対価関係に立っていないということ

を意味しているのではないかということだったわけですけれども、賃貸借契約、例えば家

屋の賃貸借契約において、目的物が、例えば台風によって壊れてしまった。あるいは落雷

によって燃えてしまったといった場合には、約定期間内でも賃料支払義務はなくなります

よね。ファイナンスリースはいかがですか。 

○山田参考人 ファイナンスリースですと、賃料という形での支払義務ではなくて、損害金

という形でのペナルティーの発生ということが契約上は規定されております。 

  ただ、これが専らそのリース会社の債権保全の目的ではないかという言われ方もします

が、法律的に解釈しようとすると、そのように整理されてしまうものの、実際にはリース

物件に対しては例外なく保険を付保してございます。基本的にその保険で賄って、お客様

からはペナルティーを徴求しないというのが「基本的なリースの仕組み・スタイル」とい

うことにはなっております。 

○道垣内部会長 保険が掛かるということが性質決定にどう影響するのか私はよく分かりま

せんが、ほかの方も手が挙がっていますので、井上さん、お願いいたします。 

○井上委員 井上です。 

  道垣内先生がお尋ねされたことを正に尋ねようと思ったのが一つです。あとは、もう一
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つ別の質問をしようと思っていました。まず、今の道垣内先生の質問との関係で、ちょっ

と最後の方は音声が悪くて聞き取れなかったので、重なるかもしれませんけれども、中間

試案の提案として、本日の資料の８ページに挙げている三つの要素だけだと、先ほどの御

説明によれば、担保取引としての特徴を欠くもの、担保取引ではないものまで混じってし

まうのではないかと、例えば賃貸借がここに混じり込むのではないかという御懸念を示さ

れたように受け取りました。 

  ただ、今ほど、阿部先生、道垣内先生から御質問があったように、三つ目の要素もある

賃貸借というのが、本当にそれほどあるんですか。逆に言えば、この三つ目の要素が入っ

ているものを、リース業界では賃貸借とお考えになっているのか、ということが一つ目の

質問です。 

  敷えんすると、三つ目の要素というのは、ここに挙げられている単なる中途解約の場合

だけではなくて、滅失の場合、とりわけ何らユーザーに落ち度のない天災による滅失、そ

れも、例えば地震など全額が保険でカバーされないような滅失があった場合であっても、

当初予定されたリース料と同額の、それを損害金と呼ぶかどうかは別として、全額の支払

を要するという内容を持った契約が、一般的に賃貸借と考えられている契約の中にそれほ

どたくさんあるのでしょうか。 

  あるいは逆に言うと、そういう条項が入っているものも賃貸借だとお考えなのか、とい

うのが一つ目の質問です。 

  二つ目は、全体として御懸念を必ずしも理解できなかったのでお尋ねしたい、あるいは

確認したいのですが、現在、債権法改正のときと違って、リース契約を典型契約として定

めようということを考えているのではなくて、そういう意味ではファイナンスリース契約

とはこれこれである、例えば、ファイナンスリース契約とは利用権設定契約である、とい

う定めを置くことは、全く考えていなくて、中間試案を見ても、提案されているのは、基

本的にはどういう取引をしたら担保権と扱うか、ということですので、基本的には、リー

スとかファイナンスリースとかという言葉を使う必要もないと思っています。 

  本日の資料の８ページの三つの要素があれば担保と扱う、という一般的なルールを示す

べきかどうかが、担保法改正における検討の対象として挙げられていると私は理解してい

るのですが、現在、何らかの立法的手当てをしていない状態の下で、リース会社がやって

おられるリース取引が全て双務契約としての賃貸借契約であると考えている人は、それほ

ど多くないのではないかと理解しておりまして、その意味では、現在リース会社がやって

おられるリース取引の中に、担保取引とされるものと賃貸借取引とされるものが両方ある

とすると、その境界が必ずしも明確ではないという状況は、現時点で存在している状況で

はないかと思っております。すなわち、今、提案されている「一般的にはこういう要素が

あれば担保と扱う」というルールが定められることによって生ずる問題ではないように思

います。したがって、８ページ以下に挙げられている問題のほとんどは、担保法の改正で、

現在、中間試案で提案されているような担保目的取引規律型的なルールが入ることによっ

て生ずる問題ではなく、現在既に存在している不明確さから生ずる問題ではないかと思う

のです。その観点で、今、ファイナンスリースを定義して、それがすべて担保契約と取り

扱われるというルールではなく、飽くまでも、こういう要素が入っているものは担保と扱

うというルールを考えるとすると、いざ倒産手続が始まったら、これは担保なのだろうか
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賃貸借なのだろうかという判断をしなければいけないときの、一つの評価基準といいます

か、ガイダンスとなるルールを定めるという以上のものではないと思うのですが、それで

本当に弊害があるとすると、それはどこにあるのかをもう少し敷えんしていただければと

いうのが二つ目です。 

○加藤参考人 協会の加藤でございます。 

  井上先生、御質問ありがとうございます。 

  全て的確にお答えできるかどうかですけれども、今回示された要件は、井上先生のおっ

しゃることであれば、予見可能性が全くなく、倒産のときに初めて担保付取引だと評価さ

れるということをおっしゃっているということでよいのでしょうか。 

○井上委員 予見可能性が幾らか増すのではないかというのが私の理解です。どのリース取

引を見た瞬間にも、それが担保か賃貸借かどちらかと分かるというほど、ものすごく明確

なルールは、およそ立てられないのではないかと私も思うのですが、何もない状態よりは、

一定のルールが示されている方が予見はしやすいのではないかと考えます。 

○加藤参考人 ただ、そこは多分解釈が違ってきて、我々が新しいビジネスを展開している

中で、契約自由の原則の中で賃貸借をベースとしつつ、様々な、ファイナンスリースだけ

ではなくオペレーティングリース、残価付取引、いろいろメンテナンス、役務を組み合わ

せたリース、それぞれ取引を開発しているという状況の中で、逆に今の方が柔軟な取引が

組みやすいということです。予見可能性が低いルールが作られるということが、新たな商

品開発の阻害要因になると考えています。 

○山田参考人 よろしいですか。 

  付け足しで申し上げますと、少なくとも現在でもそういう問題があるのではなかろうか

という御指摘に関して言うと、今、オペレーティングリースと言われているものと、ファ

イナンスリースと称されているもの、これは実際には取扱いは多分違うはずです。特にオ

ペレーティングリースは残価付のリースと呼ばれるもので、最終的に投下資金とか物件代

金の８割も、半分しか回収できないような条件でリースを組む。こういうケースはありま

す。これはオペレーティングリースという形でファイナンスリースとしての扱いは受けま

せん。ただ、こういうケースでも、物に関する危険負担といいましょうか、期間中に不可

抗力によって滅失した場合、我々は最終的に物を返していただいて、それをうまく活用し

て投下資金を回収しようと考えているので、返すことができなくなったということに対す

るペナルティーは頂くような条件設定はしてございます。 

  ですから、それがこの法制化によってどう変わるのかというのは、正直分からないし、

不安だと考えておるところです。 

○道垣内部会長 井上さん、いかがですか。 

○井上委員 まず、柔軟に商品設計できるかどうかは、予見可能性が高いか高くないかとい

うこととは別の問題だと思います。また、現在の状況が、予見可能性が高い状況にあると

すれば、商品設計の段階で、新しく作るこのリース商品のこの部分は担保と扱われるだろ

うけれども、ここの部分は賃貸借と扱われるだろうなということを予見して設計できるわ

けですが、現時点で予見可能性が高いかというと、そうではないと思いまして、そういう

意味で、立法によってそれを幾らか高めることの価値自体はなくならないのかなと感じま

した。 
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○道垣内部会長 それでは沖野さん、お願いいたします。 

○沖野委員 ありがとうございます。 

  委員の沖野でございます。 

  実務の立場からの考え方をお示しくださいましてありがとうございます。 

  私自身は３点をお伺いできればと思っておりましたのですけれども、１点目は既に阿部

先生、井上先生から御指摘のあった点ですので、重複することになるのですけれども、お

伝えするだけお伝えしたいと思います。 

  スライドの８ページの③の要素について、今、目的物が滅失してしまってなくなってし

まった場合ということが例として挙げられているのですけれども、そのような状態ではな

いけれども、使えない状態にあって修理が必要であると、修繕が必要なために、現在使え

ない、動かないというような状況になっているときに、一般の賃貸借であれば使用収益が

できない以上、その対価である賃料というのは、対応して取れないということになるので

はないかと考えられますし、また、貸している側というのは修繕しなければいけないと、

そういうサービス提供を負うんだと思うんですけれども、ファイナンスリースはそうでは

ないのではないかと理解しております。利用、使用及び収益の有無、可否にかかわらずリ

ース料を払うということだと理解しておったのですけれども、その理解は誤っているのか

どうかというのが１点目です。 

  それに関連しますので、２点目として、この中で、ファイナンスリースもあればオペレ

ーティングリースもある、ほかいろいろあるということで、こういうような要素を取り出

されると、ファイナンスリースを念頭に置いておられるとしても、オペレーティングリー

スだとか様々なものが入ってきてしまうという御懸念をお示しくださいました。 

  そうしたときに、ファイナンスリースとオペレーティングリースなど諸種あるというと

き、二つのカテゴリーあるいは多くのカテゴリーを前提としてお考えだと思うんですけれ

ども、そこで言われるファイナンスリースとされるものとオペレーティングリースとされ

るものとは、どういう違いがあるとそもそもお考えであるのかということです。 

  今、途中で残価が非常に高くて、到底そんな全額を回収するものではないというような

ものがオペレーティングリースという一つの例を挙げていただきましたが、もしそうだと

すると、やはり②がその場合は要求を満たさないということになると思うのですが、そも

そもオペレーティングリース、ファイナンスリースというものがありますというときに、

この両者の違いは一体どこに一番あるとお考えなんだろうかという点が二つ目です。 

  ３点目ですけれども、このファイナンスリースの金融取引の側面、あるいは担保の取引

の側面というのを重視して、それにふさわしい規律内容を用意すると。それが法律関係の

安定にもつながると考えられるのではないかと思っておるのですけれども、そういった扱

い自体は、例えばアメリカですとかドイツでも見られるところです。本日大変興味深く思

いました一つに、我が国におけるファイナンスリース契約の展開の中で、アメリカの契約

書ですとかドイツの契約書を参考に工夫をしてこられたということを伺ったんですけれど

も、例えばアメリカなどでは、そのファイナンスリースというのは、これはファイナンス

リースということであったとしても担保取引だということで、UCCの第９編の規律が一気に

係ってくるということは恐らく確立していると思われます。そういった取扱いをすること

が、新たな商品設計を非常に困難にするとか、非常にマイナスの影響が市場に及んで、こ
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のタイプの契約や取引を萎縮させるという状況は、アメリカなどではないのではないかと

思われるのですけれども、しかしながら、日本の場合はそれが懸念されるということだと

しますと、どういうことが日本にはやはり特徴的にあって、それが問題であるとお考えで

あるのかということにつきまして教えていただければと思います。 

  以上３点です。お願いします。 

○加藤参考人 協会の加藤でございます。 

  沖野先生、ありがとうございます。 

  ３点、適切な御回答ができるか心配でございますけれども、御回答します。 

  最初の御質問でございますけれども、賃貸借とファイナンスリースの違いということで、

ファイナンスリースにおいて使用収益の対価関係にないのではないかということかと思い

ますが、このファイナンスリースというのは、先生の御理解されている典型的なファイナ

ンスリースもありますし、賃貸借に限りなく近いファイナンスリース、例えばリース会社

が保守修繕義務を負っているようなリース契約というのは実際にあります。それがすごく

多いと言っているわけではありませんが、バリエーションがあることは確かです。ですか

ら、必ずしもこれがファイナンスリースしかないということではなくて、お客様の御要望

に応じて限りなく賃貸借に近いファイナンスリースといったものもあるのは事実というの

が１点目です。 

  ２点目でございますが、法律で言うファイナンスリースと、我々が言っているファイナ

ンスリースとオペレーティングリースというのは、すれ違っているところがあるかと存じ

ます。取引先の中心は企業であり、企業の会計基準、この部会の中でも紹介されていたと

思いますが、ざっくり言ってしまうと、おおむね投下した資金の９０％をリース料として

回収するものがファイナンスリースで、それ以外の取引はオペレーティングリースという

ことで、用語を使っています。ですから、フルペイアウト方式のファイナンスリースとか、

ノンフルペイアウトのファイナンスリースというのは、一般的な実務で使わなくて、会計

基準のファイナンスリースかオペレーティングリースかということが産業界にとってなじ

みがある区分けでございます。 

  ３点目でございますが、歴史の発展過程なので、評価がすごく難しいと思います。ただ、

冒頭申し上げましたアメリカとかドイツとかの契約書は参考としつつも、やはり最後、日

本の賃貸借をベースとしつつ、特約とかで賃貸借の要素を排除していったということであ

ります。当時、リース創成期に、リースというのは、そもそもどういった取引かといった

議論がありましたが、１９６０年代に、税制との関係で最終的に着目されたのは、物の貸

し借りである賃貸借をベースとした取引と整理されたことです。アメリカの発展形態と諸

外国との発展形態と違います。沖野先生のお答えに直接御回答できなくて申し訳ありませ

んが、そこは発展過程の違いではないかと考えます。 

○山田参考人 付け足しで、３点目の問題でいいますと、私も触れましたけれども、リース

という取引自体が会計制度ですとか税制税務、この世界において、日本においていかにお

客様にメリットのある形で商品化できないかという形で今までに至っているということで、

例えばアメリカとの比較について言うと、これはアメリカの会計制度と税制度がどうなっ

ているのか、それと法制度との法律上の扱いとの連動がどうなっているのかという辺りが、

米国と日本では一致しているわけではありません。特に会計と税務のところの扱いがかな



 - 29 - 

り違いますので、その中で日本はいかにリースに、日本の制約の中でメリットのある取引

に仕上げるか、仕立てるかという形で、今までの歴史を歩んできていたというところがあ

るので、一概に比較論では言えないのかなと思っております。 

  それと、冒頭のところで、修繕義務のことについて言及いただきましたけれども、これ

も正に加藤から御説明申し上げましたとおり、いわゆるメンテナンスです。これを付加し

た、でもファイナンスリースですみたいな、メンテナンス付ファイナンスリースみたいな

ものも、そういう言い方は我々あえてはしませんけれども、そういう取引が幅広く行われ

ております。 

  ですから、そういう意味では、この境界の部分が不明瞭になるということについて、非

常に危惧を抱いていると、こういうことでございます。 

○道垣内部会長 では、沖野さん、お願いします。 

○沖野委員 ありがとうございます。詳細に御説明くださいましてありがとうございます。 

  １点目について、念のため確認させていただきたいのですが、修繕義務、あるいはメン

テナンスの義務を負うものもあるということですが、その場合には、修繕がされるまでの

間はリース料は取れないという理解でよろしいでしょうか。つまり、使えない以上は取れ

ないという、そういう商品だということになりますでしょうか。 

○山田参考人 自分の会社で取り扱っている商品となりますが、使えない間というよりも、

使えない状態を作らないで、仮に物件が使えない場合は代替機を御提供するという、サー

ビスというか、リースの取引がございます。ですけれども、すべからくそういう取引だと

いうことではありません。そういう取引があるということでございます。 

○沖野委員 よろしいでしょうか。 

○道垣内部会長 いや、ちょっと時間の制約がありますので、先に山本和彦さんお願いでき

ますか。また時間がありましたら沖野さんに戻ります。 

○山本委員 すみません、沖野さんが話した方が有益なんだろうと思うので、一言だけ、１

点だけ簡単な質問ですけれども、今日のお話の中には、最高裁判所の判例のお話は一切出

てこなかったように思ったんですけれども、これまで御質問された皆さんが御指摘になっ

ているような、要するにリース料の支払とリース物件の利用に対価関係が基本的にはない

という前提で、賃貸借とは違う契約類型なんだということを前提とした判示というものを

した判例というのは幾つかあるように思うんですが、そのような判例との関係で、今日の

御発表というのはどういうことになるのかということをちょっとお尋ねできればと。まあ

その最高裁判所の判断にそもそも反対なのだという御趣旨なのかもしれませんけれども、

今回の立法は、私の理解では判例法理を立法していくというか、ある程度明確にしていく

という、井上さんも言われましたけれども、そういう趣旨のものなのかなと理解していた

ものですから、ちょっとその判例についてのお考えというのをお教えいただければと思い

ます。 

○山田参考人 少なくともリース会社及びユーザーが、このリースを取り組むに当たって、

担保権を設定しているという認識というのはございません。ましてそれが、利用権が担保

になるんだと、こういうことに関しましては、最高裁もそこまで判決の中で容認をされて

いるとは理解をしていません。 

  この利用権を担保にするという御提案に対して非常に驚いているというのが、我々の認
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識でございます。 

○山本委員 最高裁に反対されているわけではないということですか。 

○山田参考人 個別の裁判例に反対という立場ではないと理解しております。 

○道垣内部会長 そうすると、利用権が担保の目的となっているという文言を除けば、内容

的にはこのままでよろしいということでしょうか。 

○加藤参考人 その点はまだ御提案として示されていないのでノーコメントです。 

○道垣内部会長 分かりました。 

  すみません、後回しにしてしまいましたが、沖野さん、手短にお願いいたします。 

○沖野委員 ありがとうございます。 

  実は井上先生がおっしゃった点を繰り返すだけのことでした。要素として、これらの要

素を満たさないのであれば、これらの要素を満たさないというだけで、およそファイナン

スリースはということよりも、このような要素があるものについてはこういった扱いをし

ますというのが提案の内容かと思いますので、それをもう一度申し上げるというつもりで

した。それだけでしたので、結構です。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  時間も大体まいっていますが、どなたかほかに御発言はございますでしょうか。 

  それでは、まだまだ山田さん、加藤さんにお伺いしたい点もあろうかと思いますが、時

間の関係がございますので、残念ながらこれで終了させていただければと思います。 

  山田さん、加藤さんにおかれましては、大変お忙しい中、当部会の調査、審議に御協力

いただきまして、大変ありがとうございます。どうもありがとうございました。 

  それでは、ちょっと開始から長時間が経過しておりますので、ここで少し時間を、休憩

を取らせていただければと思います。１５分ほど、４時まで休憩といたします。よろしく

お願いいたします。 

 

          （休     憩） 

 

○道垣内部会長 お戻りでしょうか。予定をしておりました１６時になりましたので、会議

を再開したいと思います。 

  ここからは、丸紅株式会社法務部法務第二課長の橋本知也さんに参考人として御意見を

お伺いしたいと思います。 

  橋本さんはウェブ会議での御参加となられます。もう接続はしてくださっておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

○橋本参考人 丸紅法務部の橋本でございます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

  スライドの方、事前に、すみません、直前になりましたが、お送りしていまして、こち

らTeamsの方で御共有を、事務局の方、いただけますでしょうか。ありがとうございます。 

  今日はお時間ありがとうございます。 

  簡単に自己紹介させていただきますと、私、丸紅に入社してから２５年弱、法務部で国

内の債権回収とか担保取引などをやってまいりました。ただ、ずっとこの国内担保だとか

債権回収だけやってきたわけではなくて、今は主に弊社の方の電力事業部だとかエネルギ

ー、金属といった、そういうプロジェクト系のところをやっています。２５年近く総合商
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社にいまして、法務部の中で繊維取引だったりだとか、あるいは食品取引だったりだとか、

その辺のあらゆる分野の一応取引は見てきたつもりですので、その辺の全般的な実務の面

で今日はお話しさせていただければと思っています。 

  では、すみません、スライドの方、次のページをお願いできますでしょうか。 

  今日、私の方からお話しさせていただく内容です。 

  まず一つ目が、「商社における債権保全・回収の実務」、それから２番目が「担保権実

行の実務」、こちらは債権譲渡と動産譲渡担保、こちらのところを話させていただければ

と思っております。 

  それから、三つ目、一番メインになるかと思うんですが、今回の「中間試案に対する私

見」ということで、簡単にお話をさせていただこうと思っています。 

  もちろん３番目のこの中間試案のところがメインになるわけですが、それ以前に総合商

社を始めとする、いわゆる商取引を行う一般債権者、こういった者たちが、一体今、担保

取引をどのように行っているのか、この２０年くらいの変遷も含めてちょっとお話しさせ

ていただいた方がいいかなと思って、１番と２番目の方を入れさせていただきました。 

  それから、担保取引といっても各種担保はございますが、現状は商社のような、我々の

ような者が国内で担保取引をやるとなると、どうしても債権譲渡担保、それから集合物の

譲渡担保、この辺が中心になりますので、この辺のところの実務と中間試案に対するコメ

ントと、この債権譲渡と動産譲渡担保、ここを中心にお話しさせていただこうと思ってい

ます。 

  お話のポイントとしては、もうごく簡単に言ったら二つでして、一つは昨今、少なくと

も総合商社においては、国内取引における担保取引、債権回収事案というのは昔と比べる

とかなり少なくなってきているという点です。 

  それから二つ目、今回の中間試案に対しては、少なくとも総合商社の法務担当の目線か

ら見ると、実務上著しい支障が出るような点は特に見当たらないかなと考えております。

この辺の２点をお話しさせていただければと思っています。 

  それから、前半のお話は、東京弁護士会の倒産部会のお話だとか、ちょっといろいろな

ところで似たようなお話をさせていただいていますし、別冊NBLのナンバー１７８の方で私

の寄稿の方をさせていただいておりまして、そちらの内容とかぶる部分もございますが、

どうぞその点は御容赦ください。 

  では、次のスライドをお願いします。 

  「商社における担保取引・債権回収の事案の変遷」ということで、もうここのポイント

は先ほど述べたとおり、一つは商社における担保取引、いわゆる担保を裏付けとした与信

供与取引というのがかなり減ってきています。それこそ昔は金融機関の付けた後に、不動

産担保を付けて、国内の担保取引をしておりましたが、現状はもうものすごく減っている

ということです。それから、特に２０００年代前半以降、２０００年ぐらいから急激に担

保取引は減少してきたというのが肌感覚であります。この辺の要因については、ちょっと

次のスライドでお話ししたいと思います。 

  次のスライドをお願いできますでしょうか。 

  左の方に年代を書いて、右の方にポイントになることを書いておりますが、１９８０年

代、この頃というのは皆様御存じのとおり、担保、金融機関の次に付けておけば、自然と
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不動産価格が上がったので、おこぼれにあずかれて、銀行の後順位でも、実行するときに

はもしかしたら余剰が生まれていると、そういったこともあって、商社始め各民間の取引

業者というのは金融機関の次に担保を付けていた時代だと思います。 

  これが１９９０年代前半になってきますと、不動産担保に頼った与信というのは大きく

方向転換になった時期かなと思います。当然バブルがはじけて不動産価格が下がったとい

うこともございますが、この頃は中小企業の資金調達の多様化の要請というのがちょうど

あって、債権譲渡担保だとか動産譲渡担保、こういったものがより活発に不動産担保に代

わって商社のような商取引を行う担保権者、こういった一般商取引債権者の間で使われる

ようになってきたかと認識しております。 

  その後、２０００年前後、１９９０年後半、この頃になると、特に繊維業界を中心にも

のすごく倒産事案が多かった時代でした。私もちょうどこの１９９０年代後半に会社に入

って、国内の債権回収事案というのはかなり多くやってきたんですが、この頃から、ここ

にも書いたとおり、債権譲渡担保、特に未登記の、いわゆる商社が使っていたような停止

条件型だとか、あるいは予約完結権行使型だとか、そういった債権譲渡の担保に対する相

次ぐ否認の判例が相次いだ時代でした。 

  それから、ここにも書きましたが、倒産法改正です。特に和議廃止、民事再生導入、こ

ういったいろいろな時代背景もあって、非常にこの頃から急激にやはり債権譲渡担保、特

に債権譲渡担保です。これもだんだんと漸減してきたようなイメージがございます。 

  この２０００年前半から、今、２０２３年ですが、この間を振り返ってみますと、最初

にもあったとおり、この担保取引というのはものすごく減ってきているんですが、この理

由としては、この債権譲渡担保の否認の判例だとか倒産法改正以外にも、例えばこの取引

信用保険の利用拡大が進んだりだとか、あるいは企業側で与信管理手法の変化、昔は、い

わゆる不動産担保を取ったりだとか、そこの担保の裏付けとして幾ら与信できるかと、そ

ういう与信管理をやっていたものが、いわゆる倒産確率の手法の導入だったりだとか、あ

るいはスコアリングと呼ばれるものです。こういったもので与信管理手法自体も担保に頼

るものから、いわゆるもうちょっと統計的な、数字的なもので管理するように変わってき

たというようなこともあるのかと思います。 

  これは御参考までですが、この与信管理の手法というのは、当然民間の会社で会社によ

っては違うので、一概にどの会社がどういう手法をやっているかというのは、これは言え

ませんが、一般的には倒産確率だとかスコアリングというのを用いた与信管理をするとい

うのが、国内の会社では一般的かなと考えております。 

  それから、これは総合商社だけの話になると思いますが、総合商社の収益源、それから

ビジネスモデルの変化、特に国内トレード案件の減少というものも、商社が昔行ってきた

担保取引というのが減ってきた理由の一つではあるのかなと考えています。 

  次のスライドをお願いします。 

  続きまして、これは「商社取引における物的担保一般」ということで、簡単に表にまと

めましたが、具体的にどういったものを、いわゆる商取引で担保に取っているのか、詳し

くお話はしませんが、簡単にですがちょっとまとめました。 

  左側に担保の目的物、不動産、土地建物、定期預金、売掛金、あと在庫商品、上場株式、

これがあって、この真ん中に担保の種類ですが、簡単に書いています。 
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  不動産は先ほどお話ししたとおり、２０００年ぐらいまでは取っていましたが、今はも

うほとんど取っていません。それから、定期預金です。これも定期預金質権ということで、

取引先から定期預金を開いてもらって、これを質権で担保に取るというようなことも昔は

よくやっていたんですが、これもここ１０年ぐらいはほとんど見ないです。ただ、土地だ

とか不動産を購入するような取引で、例えば前渡金だとか手付金なんかを支払って、その

保全手段として定期預金を開いてもらって質権に取るような、そういう特殊取引では使う

ことはありますが、いわゆる一般的な売買取引に、取引先から与信の担保として定期預金

の担保を取るということはほとんどなくなっています。 

  それから、売掛金の債権譲渡担保、これはもちろん今でも取っています。取っています

が、くどいですがかなり件数は減ってきているという状況もあります。 

  それから、譲渡担保、それから所有権留保、これも後ほどお話ししますが、簡単に言う

と総合商社、特に当社の場合だと、余り所有権留保というのは担保価値を見込んでいませ

ん。この辺が、いろいろなところでお話ししていてもちょっと温度差があるところかなと

思うんですが、はっきり言ってしまうと所有権留保はもう駄目元で取っているような感覚

でやっております。自分たちが売った商品でも、これに価値を見いだして、担保価値を見

ようとすると、所有権留保ではなくて、むしろ改めて譲渡担保を設定してやっているケー

スの方が、当社の場合だと多いです。 

  それから、次、上場株式、これも担保に取っていることは、今でも多少はあります。当

然株券不発行制度になってから、これは昔は質権か譲渡担保か、実務上は明確にしないで

担保に取っていたんですが、今は当然この質権か譲渡担保か明確にしなければいけなくな

っていますので、どちらか決めてやっています。 

  それから、特許権だとか、いわゆる産業財産権を質権で取るというようなことが、ほか

の会社さんではあると思うんですが、総合商社、特に当社の場合だとほとんどありません。

私も、もう会社に入って２５年弱この法務でやっていますが、産業財産権を質権で取った

ことというのは見たことがありません。 

  それから、現金担保です。これは、いわゆる保証金で取ったりして、これも後ほどお話

ししますが、一部の業界ではまだ残っています。 

  それから、枠外に書きましたが、それこそ２０００年ぐらいまでは、取引先の経営者の

方から生命保険で質権を設定させてもらったりだとか、ゴルフ会員権担保を譲渡担保で取

ったりだとか、この表に記載していないような担保というのも存在しましたが、現状はほ

とんどこういった担保もなくなっているのが実際のところでございます。 

  債権譲渡担保と譲渡担保が一般的というお話を冒頭でもしましたが、これはやはりABLの

みならず、一般商取引でも担保実務においては現状はやはり債権譲渡担保、それから動産

譲渡担保というのが中心になっているのかなというのはあります。 

  それから、今、産業財産権のところの担保、全くないとお話ししました。この補足をす

ると、私が知っている限りだと、例えば地銀さんなんかが、いわゆる知財融資とかをされ

ているところがあると認識していて、そういったところでは使われているのは認識してお

りますし、あとはスタートアップ投資とか弊社でもいろいろやっていますが、スタートア

ップ投資で、今、産業財産権とか担保に取るということは、商社がスタートアップ投資に

投資するような場面で全く使われていないですね。ここはちょっと補足ということです。 
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  次のスライドをお願いできますでしょうか。 

  先ほど担保取得、債権譲渡担保と集合物譲渡担保、これが中心ですよというお話をしま

したが、業界別ではちょっと特色がありますので、御参考程度に紹介しておきます。 

  まず一つ目、業界による違いありと、業界慣習、歴史、取引先との力関係の影響。２０

００年代前半までは、繊維業界でやはり担保取引が非常に盛んだったと思います。特に今

はほとんどやっていませんが、在庫融資とかというような商社金融がこの時代は旺盛だっ

たんですね。これは何かというと、例えば毛布を作っている会社があったら、例えば夏場

に商社が冬の在庫を一気に買い上げて、いわゆる在庫融資というようなものをしたり、又

は在庫を譲渡担保で取って融資したりだとか、そんなような、いわゆる商社金融と呼ばれ

たようなもの、これを２０年ぐらい前まではやっていました。ただ、こういった取引は架

空取引だったりだとか、循環取引だったりだとか、そういった別の問題、リスクをはらん

でいたので、今はほとんどそういうことはやっていません。 

  それからもう一つ、特色として挙げられるのが、それこそ２、３０年前は総合商社の取

引先でも個人資産を潤沢に有するオーナー企業との取引というのはたくさんあって、個人

の方から担保提供してもらうというのは、国内取引だと多くありました。これが国内トレ

ード取引の減少とともに、あとは時代の流れもあって、こういった個人資産を有するオー

ナー企業との取引というのが減少したということも、一つ冒頭の方で述べたとおり、担保

取引が減ってきている理由の一つだと思っています。 

  次に食品業界ですが、消費期限などの関係から、この業界は債権譲渡担保以外はほとん

ど使われないと認識しています。お菓子だとか賞味期限等が長い商品であっても、これを

譲渡担保に取るとかということは、少なくとも商社、総合商社の実務だとやっておりませ

ん。 

  もう一つ、ここの資料にも書きましたが、鉄鋼、スクラップ業界、こちらの業界では、

昔からですが、所有権留保だとか集合物譲渡担保、これは広く活用されています。これも

昭和の時代から平成にかけて、商社が当事者になる裁判で、集合物譲渡担保の数多くの判

例というのは作ってきたところですが、そういった業界の特色があるのも一つかなと考え

ております。 

  それから、石油製品取引、特に、例えばガソリンスタンドを経営している会社さんに、

総合商社が軽油を売るとか、そういった国内の石油業界の取引は、今でも銀行保証だった

りだとか、あるいは保証金、こういったものが業界の特色として非常に多く使われている

ということがあります。 

  それから参考までに、私の方は米国の取引なんかもいろいろやっていたことがあるので、

いろいろこの中間試案の検討に向けてUCCファイルの話なんかも出てくるので、参考までに

お話しさせていただくと、アメリカで商社がいろいろトレードをやっていますが、UCCファ

イリングを実際に使っているのは、鉄鋼、アルミ、自動車部品、この取引がほとんどです。

例えば弊社なんかだと、アメリカでも化学品の取引とかというのをものすごく多くやって

いるんですが、例えば化学品の業界だとUCCファイルとかというのはほとんどやっていない

ですね。むしろ、下の方にも書いていますけれども、取引信用保険というのがアメリカだ

と非常に進んでいまして、これは業界の違いが非常に顕著に表れていまして、アメリカで

も鉄鋼業界とかの取引だとUCCファイリングは使うと。一方で石油製品の取引とかだとUCC
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ファイリングは使わずに、取引信用保険でやっているというような特色がございます。 

  それから、アメリカ以外のところでも書きましたが、これは私もシンガポールに駐在し

ていたことがあって、東南アジアの与信管理、法務だけではなくて与信管理も見ていた時

代があったので、そこの話もしますと、非常に特定の業界、特に化学品の業界です。いわ

ゆるポリオレフィンとかプラスチックの原料になるようなトレードを、総合商社というの

はどこもやっていますが、そういった取引だと、ここもやはり担保ではなくて、取引信用

保険、これが非常に浸透している業界です。 

  御参考までにお話しすると、この取引信用保険というのは、特に海外の場合は一社一社

に掛けるというよりも、例えば取引先が１００社あったら、上位１社から下位１００社ま

でという形の保険の掛け方をして、与信上問題がないところもあるし、問題があるところ

も入れてということで、いわゆるポートフォリオ的にテーラーメイドで保険会社に作って

もらうので、ですから、取引先、与信先として問題があるところだけ、例えば１０社選ん

でここに保険を掛けてくださいと、保険会社は保険を掛けてくれなくて、いわゆるアトラ

ンダムに上位１００社とかを選んで、そこで保険会社の方が査定をして、それでどの程度

のリスクを引き受けるかという計算をして、個別に保険商品を設定してもらうというよう

なことをやっております。 

  次のスライドにいっていただけますでしょうか。 

  「債権譲渡担保取得の実務」ということで、ここももう皆さんよく御存じのところだと

思うので、簡単に言いますと、総合商社の今現在、実務上取る債権譲渡担保、類型はもう

三つです。第三債務者承諾型と、それから登記型、停止条件型もありますが、もう２００

０年頃の停止条件型と予約完結権行使型、もうこの辺、危機否認だとかあらゆる否認形態

でも使えなくなっていますので、実務上はほぼ使っていません。 

  資料の方の最後、三つ目の印のところに書きましたが、潰れた場合には否認権行使され

ることが分かっていても、駄目元でどうしても取らなければいけないというときは使うこ

とがありますが、ほとんどないです。 

  それから、債権譲渡契約を結んで、取得と同時に通知するということももちろん考えら

れるんですが、実務では、もう即通知する通知型というのはほとんど使っていません。な

ぜかというと、通知できるのであれば承諾が取れるだろうということで、むしろより簡便

な、もう第三債務者から承諾を取ってしまう承諾型の方が、少なくとも弊社の場合には多

く活用しています。 

  次のスライドをお願いします。 

  担保の概要のところでもお話ししましたが、ここでは「動産譲渡担保と所有権留保の使

い分け」について、当社の考え方をお話ししておきたいと思います。 

  一般的には自社が売ったものは所有権留保で、それ以外のものは譲渡担保で担保に取る

というようなことが言われていますが、所有権留保にするのか、あるいは譲渡担保で取る

のか、これはケース・バイ・ケースです。資料の方に書いてあるとおり、所有権留保した

としても、私ども総合商社がやっているものは、商品によっては他社さんが売ったものと

もうごちゃ交ぜになって、自分たちが売ったものがどれか峻別できなくなるというケース

が非常に多いんです。そういった場合には、もう所有権留保だと、もう本当に絵に描いた

餅になってしまうので、そういった場合には取りません。ここにも書いてあるとおり、建
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設機械だとか設備機械、こういった番号が打ってあって、明認方法だとか、あるいはもう

峻別が容易なもの、こういったものであれば所有権留保を取ることはありますが、それ以

外の場合だと、譲渡担保で取るという方が一般的には多いと言えます。 

  それから、所有権留保は駄目元的なものですということで、少なくとも当社の場合、そ

の程度にしか考えていませんとお話ししましたが、どこの会社でもそうだと思いますが、

いわゆる裏面約款、定型書式を作っていて、その中では当社が売主になるようなものでは、

デフォルトの条項で所有権留保条項を入れています。これは、国内の取引でもそうですし、

英文のボイラープレート条項でもそのようにしております。一般的に相手方からの要請で、

この所有権留保を外してくれと言われれば、一般的には外したりして、この辺は柔軟に対

応しています。 

  それから、この中間試案の議論を見ていますと、いわゆる拡大された所有権留保のお話

もいろいろされているんですが、これもいろいろなところでお話ししているんですが、少

なくとも私の認識だと、実務上は余りこの拡大所有権留保について、実務上意識して契約

のドラフトをするとか、それが問題になった事案というのは余りないと認識しています。

正直申し上げると、実務の世界、企業実務の現場では、所有権留保といったときに、この

拡大所有権留保のところは余り意識していないというのが率直なところだと思います。 

  もちろんこれは、総合商社、少なくとも当社の立場で物を申させていただいていますの

で、当たり前ですがリース会社さんだとか、それから一般的に担保を取引せずに所有権留

保を頼りに与信取引されている債権者の方も世の中には多く存在するということは御認識

いただければと思います。 

  次のスライドの方、いっていただけますでしょうか。 

  続いて譲渡担保の話です。 

  総合商社の場合には、特定物の譲渡担保、設備機械とかを取るよりも、むしろ集合物、

これを取る方が多いです。そのため括弧して集合物譲渡担保ということで書きました。今

日、この後お話しする譲渡担保の原則として、私が譲渡担保といったときには、集合物譲

渡担保のことをイメージしているケースが多いので、集合物譲渡担保の方を念頭に置いて

お話を聞いていただければと思います。 

  当社の場合、一般的に使っているのは、３類型です。一つが非登記型で、占有改定プラ

ス明認方法、もう一つが指図占有移転と明認方法、これは、担保設定者が自社で保管して

いるものではなくて、倉庫とか営業倉庫なんかに商品を入れている場合、そういった商品

を譲渡担保で取る場合、これは指図による占有移転の方法。登記型もありますが、これも

簡単に言うと、登記しているものはもうほとんど数件しかございません。今も。何で登記

しないのかというと、これも世間一般で言われているとおり、引渡しによっても対抗要件

を具備できていることと、それから、登記をなかなかさせてもらえないケースが多いとい

うこと。それから、私のＮＢＬの論考でも書きましたが、やはり登記している事実が明る

みになると、例えばほかの同じような商品を売っている同業他社のサプライヤーが所有権

留保して、集合物譲渡担保の方に組み込まれないようにしたりとか、そういったことをさ

れたりすることもあるので、一般的には登記を無理にしなくてもいいだろうという考え方

が、少なくとも当社にはあります。 

  個人的には、登記できるものなら登記した方がいいとは考えているんですが、一言で言
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うと、現状そこまで登記にはこだわっていないというところもあります。 

  資料の方の一番下に、倉庫等第三者が保管する場合には、担保契約上、留置権の不行使

を明記と書きましたが、特に重要な点ではなくて、いろいろ譲渡担保のところで議論され

ているようなことというのは、留置権の行使とか不行使とか含めて、契約上契約内容の方

でリスクヘッジをしている、対応しているというのが現状だという御紹介までのことで、

ちょっと資料の方に記載しました。 

  次のスライドにいっていただけますでしょうか。 

  続いて、「担保権実行の実務」ということで、債権譲渡の実行と、それから集合物譲渡

担保のところ、特に商社の、いわゆる商取引を行う担保権者の目線から見て、実務上重要

だと考えているポイントを簡単にお話しさせていただきます。 

  まず一つ目が、譲渡通知発送のタイミングの見極めです。これは、ここにも書いてある

とおり、中間試案のところで、設定者の再生手続申立、それから更生手続開始を理由に、

その取立て権限を喪失させられなくなるというようなことを議論されていますが、少なく

ともここは譲渡通知発送のタイミングの見極めというところで影響が出てくるとは思って

います。なぜ発送通知のタイミングの見極めが重要かというと、我々が債権譲渡担保に取

るような場合というのは、当然金融機関にも債権譲渡されたりだとか、あるいは他社のサ

プライヤーさんの方に譲渡されたりだとか、やはり二重、三重に譲渡されているケースが

ほとんどです。そういった場合に、いかに対抗要件を早く具備するかということで、その

譲渡通知の発送のタイミング、この見極めというのが実務上非常に重要になってくるとい

うのがあります。余り早く送り過ぎて、倒産の引き金になることも、はしごを外して倒産

の引き金になることも、我々は避けなければいけないので、そういったことで、非常に実

務上はこの譲渡通知発送のタイミングというのは気を遣っています。 

  それから、競合した場合の回収方法、これももう皆さん御案内のとおり、一般的には通

知を発送しても、担保協定を結んで金融機関なんかと一緒に回収させていただいて、回収

残高に応じて和解で分けるとか、あるいは破産の場合でも、破産管財人と早めに担保協定

を結んで、回収に協力する、あるいはしてもらう。こういったことが昔から一般的です。

現状の実務でもこのようにやっています。 

  最後に書きましたが、昔はそれこそ債権譲渡担保の効力が否認された判例ができた頃は、

非常にあの頃は微妙だったので、いわゆる破産事件で商社が債権譲渡通知を送って、それ

で管財人の先生が否認権を行使すると。そこで交渉して、では、破産管財人の先生と、例

えば７・３で分けるとか、５・５で分けるとか、そこがもう、いわゆる商社が交渉をやっ

てきて、そこで回収確率を高めてきたというような、２０年前はそういう交渉をやってい

ましたが、現状はもうほとんどそういう債権回収の交渉は減ってきています。 

  それから、集合物譲渡担保の話ですが、これも債権譲渡のところとほぼ一緒ですけれど

も、実務上のポイントとなるのは、明認方法の徹底、それから担保物件の保全のタイミン

グの見極め、実務上はここかなと考えています。明認方法、これは契約では明認方法を施

せとなっていますけれども、実務上、いわゆる平常時には、設定者の方で商社のために明

認方法を施してくれる人、ほぼ皆無です。実際は、いわゆる倒産の兆候が近づいてきたり

とか信用不安が流れてきたりとか、その段階になっていよいよまずいぞという段階になっ

て、特に集合物譲渡の場合には、他社が売った商品ときちんと分けてもらって、立て看板



 - 38 - 

を立てて、明認方法を施してもらうとかするのが現実です。 

  それから、担保物件の保全、債権者の占有下に移すということを括弧書きで書いていま

すが、これは総合商社特有だと思うんですが、本当に集合物譲渡担保を取っていて、本当

にちょっといよいよまずいぞと、取引先が倒産したぞと、しそうだぞという場合になると、

例えば我々が管理している倉庫に商品を移してもらうとか、あるいは担保設定者、すなわ

ち債務者の手元に置いておくとちょっと心配だということになると、我々が倉庫料を払っ

てでも、第三者の倉庫の方に商品を移させてもらって、そこで入出庫の管理などはさせて

もらうと、そこまで管理することも実務ではあります。 

  それから、所有権留保との競合です。これも実務上は、やはり所有権留保との競合とい

うのが集合物譲渡担保の場合には一番問題にはなります。 

  それから、倉庫業者が留置権を主張した場合の対応です。これも書いてあるとおりで、

実際には倉庫業者からは、もう留置権は行使しないというような、留置権を放棄した承諾

書を取るようなケースもあるんですが、もちろん全部取れるわけではないので、未払の倉

庫料があると、当然留置権を行使されます。こういった場合には、金額にもよりますが、

大半のケースで我々商社が未払の賃料も払って留置権を解除してもらうということが実務

的には多いです。ただ、この辺は未払の金額と担保価値との比較ということに、当然です

がなります。 

  次のスライドをお願いします。 

  ちょっと前置きが長くなりましたが、ここからは「中間試案に対する私見」ということ

で、今回の中間試案を拝読させていただいて、債権譲渡担保、それから集合物譲渡担保の

ところを中心に、気になったところをコメントさせていただければと思っています。 

  まず一つ目が、「担保法制見直しの方針・方向性について」ですが、一言で言うと、冒

頭にも述べたとおり、商取引を行う担保権者及び一般取引債権者の立場としては、実務上

大きな支障は出ないのではないかと私は考えております。 

  それから、これ、一つ目の方、資料に書いていますけれども、これは研究会資料、これ

は商事法務研究会の研究会資料のことを意味していますが、こちらの方で銀行以外の貸主

が担保を活用する場合についても意識すべきであり、例えば企業間信用、特に商社や問屋

金融などの与信手段として担保が活用される場合のニーズを踏まえるべきと。この考え方

自体は非常に有り難いと思っていまして、この担保法改正に、特に企業間での信用取引、

担保取引が活性化されれば、これに越したことはないとは考えています。 

  ただ、現状では、前半にお話ししたとおり、この２０年、３０年で急激に担保取引が減

っています。この中間試案に基づいて担保法が改正されても、昔のように我々みたいな総

合商社が、昔のように担保取引をより活性化させるかというと、そうはならないのではな

いかと個人的には考えています。これは時代の流れもありますし、与信手法が変わったと

か、冒頭に述べたような理由が一つあります。 

  それから、あとは最後の方にお話しさせてもらいますけれども、事業権担保、これが認

められるようになった場合には、いわゆる事業権担保で金融機関に全部取られてしまうと、

我々みたいな商取引担保権者が取る担保というのも、まあ現状既にそうですけれども、も

う取るものがないので、なかなかこの担保を使って与信をまたしていくというのは難しい

のではないのかなと感覚的には思っております。 
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  話は変わりますが、債権法の改正のときも、債権法改正で施行前は、実務がどう変わる

んだということで、実務上の対応ということで、右往左往していたような部分はあるんで

すが、実際に債権法が改正されて蓋を開けてみたら、実務上の感覚としてはそれほど大き

な影響はなくて、改正法の蓋を開けてみたら、大きな変革や混乱もなく現在に至っている

というのがあって、正直肌感覚としては、この担保法改正の後も、契約書の実務、契約書

の改定とかその程度の変更で対応できて、それほど大幅に商社の目線から見ると変わらな

いのではないかなと考えているところがございます。 

  もちろん今、私、この商社の立場ということでお話ししていますが、私ども商社という

のは、いわゆる担保を取って、金融機関さんと同じように準金融機関の立場で与信する場

合もありますし、あるいは全く担保を取らずに、本当に一債権者として物を納入している

ような立場もあります。そういったことで、資料の方にも商取引を行う担保権者、これは

準金融機関のような立場になる場合の目線、それから、一般取引債権者、これは何も担保

を取らずに、ただ所有権留保だとか、あるいは留置権だったりだとか、そのあとは法定担

保権、これだけを頼りに与信をすると、こういった立場はいろいろありますが、そういっ

た観点でも商社の立場では大きな影響はないのではないかなと考えています。 

  それから二つ目、「『新たな規定に係る動産担保権』について」のところですが、ここ

からは特に個別論の、雑感というかコメントのお話をさせていただければと思っています

が、中間試案第１－６のところに記載がございます担保権者の権限のところです。新たな

規定に係る動産担保権の処分等の、この全部又は一部とするか。ここの議論については、

一部譲渡、全部譲渡を認めるかという議論、商社の目線からすると、これは非常にニーズ

はあると思います。これは、中間試案の補足説明の方も拝見させていただいて、そちらの

方にも記載されていましたが、特に我々みたいな商社が、資材とかのメインサプライヤー

になっているケースというのがあるんです。そういった場合に、与信の関係で、例えば当

社がメインサプライヤーになっているけれども、与信上の都合でほかの商社にメインサプ

ライヤーを変更するとかというようなとき、こういったときというのは、多分担保を取っ

ていると、そのまま担保も移管しますので、こういった場合には、全部譲渡とか一部譲渡

というのが法律上明確に認められると実務上やりやすいのかなと考えています。 

  不動産担保の一部譲渡、全部譲渡と一緒です。昔、それこそ不動産担保を取っている時

代はメインサプライヤーである商社が不動産担保を取っていて、では、それをほかの商社

にメインサプライヤーを代わってもらうときに、まずは根抵当権の一部譲渡で共有してお

いて、全部債権が消えたら、それを全部譲渡に変えてというような担保の移管というのを

よくやっていましたので、同じようなイメージで使われるのかなと考えております。 

  それから、二つ目のところで、中間試案第１－９で、担保権極度額の要否の議論のとこ

ろ、ここも補足説明の方を拝見しましたが、私どもの会社だと、集合物譲渡担保の場合で

も、極度額を入れているケースが多いので、実務の感覚としては極度額をもう既に入れて

いるのが一般的かなと、根担保の場合には考えております。 

  それから、次、三つ目、「債権譲渡担保権について」のお話ですが、この中間試案第３

－４の（２）のところに記載されている、設定者が権限の範囲を超えて取立てした場合の

譲受人及び第三債務者の保護に関する特別の規定は設けないというところ、これ、中間試

案では集合債権を目的とする債権譲渡担保の場合、設定者は通常の事業の範囲内で、その
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特定された範囲に含まれる債権の取立てをする権限を有するものとすると。ただし、設定

行為に別段の定めがあるときは、その定めに従うものとするとなっていますが、この辺の

ところ、中間試案どおりになったら、雑感にすぎませんが、譲受人の保護がされないとい

うことは、契約上の規定で補うことになるのか。現状の実務と変わらないのかなとここは

考えております。 

  次のスライドにいっていただけますでしょうか。 

  続いて、「新たな規定に係る動産担保権の対抗要件等」ということで、いわゆるここの

部分は登記優先ルールのお話だと思うんですが、ここは一つ目のところで、まず中間試案

の方で、登記をすることができ、登記がされたときは、引渡しがあったものとみなすと。

所有権留保との優劣の問題が解決される限りにおいては、対抗要件の登記の一本化をして

も、商取引を行う担保権者の立場としては特に不都合はないのではないかと。むしろ次の

点を考慮すれば、登記に一本化されるべきではないかと書いていますが、中間試案とは離

れて、私個人の考えとしては、実務の感覚として、今、引渡しと、それから登記、これは

対抗要件が二つありますが、登記に一本化した方は実務上でいうとやりやすいと昔から思

っています。いっそのこと一本化してしまってもいいのではないかという思いが昔からは

ありました。それを書いているだけです。 

  それから二つ目で、中間試案第２章第４（２）エ、ここも登記優先ルールのことを書い

ていますが、ここはいわゆる総合商社、いわゆる担保取引を、商取引を行う担保権者、金

融機関以外の商取引を行う担保権者の目線で言うと、実際問題、登記優先にしてしまうと、

金融機関には登記をさせるけれども、それ以外にはさせないということが現実にはありま

す。そうすると、結局は金融機関だけが登記できて、現状と変わらず我々商社みたいなと

ころはやはり譲渡担保をなかなか活用するには至らないということにつながるのかなと考

えております。 

  それから、続いて５のところに書いていますが、「新たな規定に係る動産担保権の実行」

の話です。 

  ここは、中間試案の、どっちかというと内容というよりも、コメントのところをちょっ

と切り抜いて書きましたが、これは実行後に特定範囲に加入した動産に対する再度実行の

可否のところのお話です。中間試案の注記に、プロジェクトファイナンス実務に影響があ

るか、事業担保等のほかの制度の関係についても留意しつつ、引き続き検討するという注

記がございましたので、私自身、国内の電力とかのプロジェクトファイナンス、今現在い

ろいろと担当しているんですが、それ以外でも弊社の海外での電力事業だとかやっていま

すので、海外のプロファイでの経験を踏まえてお話しすると、少なくとも国内ではプロフ

ァイ案件、少なくともプロジェクトカンパニーがデフォルト、債務不履行をして、レンダ

ーがステップインライトを行使して入ってきたりとか、あるいは担保を実行したりという

ケースは、国内案件だと私は少なくとも見聞きしたことはございません。 

  海外のプロファイ案件では、そのプロジェクトがうまくいかなくなって、プロジェクト

カンパニーがデフォルトを起こしたケースというのは、これは幾つも見てきたことはある

んですが、この海外のプロファイ案件でも、現実としては担保権が行使された事例という

のは見たことがありません。現実としては、レンダーに、いわゆるウエーバー、猶予して

もらって、ウエーバーレターで、債務不履行であってもそのウエーバーで延ばしてもらっ
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て、その間にレンダーと交渉して事業の立て直しを図ったりとすることがあるので、何が

言いたいかというと、プロファイ案件で取っている担保が行使されるということは、現実

的に余りないのではないかということをちょっと申し上げたいなと思って、コメントをさ

せていただきました。 

  次のスライドにいっていただけますでしょうか。 

  続いて、６、「債権譲渡担保の実行」ということで、いわゆる譲渡実行通知から１週間

経過後の取立て、物件戻入れの機会を与えるかどうかということが議論されていますが、

これも中間試案の補足説明にも書いてあるとおり、特に商社の立場でいうと、悪意のある

設定者、第三債務者による債権消滅等の懸念が残るというところだけは申し上げておきた

いというところです。ここのところは一番懸念があります。 

  それから、直接取立て以外の実行で帰属清算と処分清算、これを認めていただけるのは、

選択肢が増えるという点で非常にウエルカム、歓迎されることではあるんですが、現実的

には直接取立てが主流のままではないかなと考えています。 

  帰属清算をどういう場合に使うのかと、ちょっと自分なりに考えてみたんですけれども、

例えば何か相殺ができるとか、そういう特別なケースに限られるのかなと考えています。 

  それから、最後になりますが、「倒産手続開始申立特約の効力」のところです。債権譲

渡のところもでもお話ししましたが、譲渡通知の送付のタイミングが非常に実務上キーに

なりますよというお話ですが、これはそのとおりで、設定についての再生手続、更生手続

開始の申立てを理由にする設定者が、新たな規定に係る担保権の目的の範囲に存する動産

の処分権限や債権の取立て権限を喪失させる契約条項を無効とするような明文規定と、こ

この部分は、この資料に書いたとおり、実行通知送付のタイミングの点で、実務上少なく

とも、少なからず影響が出るのかなと考えています。 

  続いて、次のスライドをお願いします。 

  最後になりますが、「事業担保権」のところです。これも先ほどちょっと偉そうにプロ

ファイのところをお話しさせていただきましたが、ここもプロファイをいろいろやってい

ますので、そこの目線からのお話になりますが、これは事業担保権がもし認められた場合、

懸念点ということで、このコーポレートローンとか、一般商取引、国内取引でも、取引と

いうのが、いわゆるプロジェクトファイナンス化するのではないかと考えています。 

  資料に書いたとおり、プロジェクトファイナンスの基本的な考え方というのは、会社に

対する融資ではなくて、当然事業に対する融資です。レンダー、貸手の金融機関が、その

リスクというのを取引先、プロファイだったらスポンサーだとか、スポンサーというのは、

いわゆるエクイティー、出資をするスポンサーです。スポンサーあるいはプロジェクトか

ら出てくる製品の引取り、オフテーカー、こっちにリスクをヘッジするというのがプロジ

ェクトファイナンスの契約の世界での考え方です。すなわち事業担保が認められると、何

でもかんでも担保に取って、いわゆる納入業者だとかそっちの商取引を行う取引先の方の

契約にもいろいろな影響が出てくるのではないかと、当然金融機関はそういったリスクと

いうのをプロファイと同じようにヘッジしてくるので、結局そのしわ寄せというのが一般

取引債権者の方にいかないかなという懸念は、ちょっと商社の目線からあります。 

  もう一つは、これはプロファイルでもそうですけれども、全部担保に入れているので、

契約を変更するときというのは、プロファイ案件というのは全部レンダーの承認が必要に
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なるんです。これも事業担保権が導入されたプロファイと同じように、その担保に入って

いる資産に関する契約の変更というのは、当然担保権者の金融機関さんの承諾が必要とな

るだろうなと。その辺を我々みたいな商社の目線からすると、逐一そういった事業担保で

担保に取っている金融機関の承諾を取ることになるということで、その点、実務上影響だ

とか支障が出てこないかというようなことが、若干ですが個人的には心配をしております。 

  すみません、長くなりましたが、以上が中間試案に対する私見ということで、債権譲渡

担保、それから集合物譲渡担保、この辺のところを中心にお話しさせていただきました。 

  私からのお話は以上になります。 

○道垣内部会長 どうもありがとうございました。 

  それでは、橋本さんからの御意見につきまして、御質問等がありましたらお願いいたし

ます。 

  では、沖野さん、お願いします。 

○沖野委員 ありがとうございます。 

  実務の状況を詳細に御説明くださいましてありがとうございました。 

  二つお伺いしたいことがございまして、一つ目は、スライドの１２に関してなんですけ

れども、動産についての登記と、それから占有改定に関してなんですが、（１）の方では、

むしろ登記に一本化した方がいいのではないかというお考えが示されていまして、他方で

（２）では、なかなか登記は結局応じてくれないという話が書かれているのですが、この

両者の関係につきまして、占有改定が残ると、占有改定でいいでしょうという話になるけ

れども、登記に一元化されれば、占有改定では駄目なので、やはり登記には応じてもらえ

るというか、当然登記になりますよねと、そういうふうに人の行動が動くという、そうい

うことなんでしょうかというのが一つ目です。 

  もう一つは、債権に関しての現状との関係ですけれども、スライドの７のところで、債

権譲渡担保取得の実務とあるところですけれども、第三債務者承諾型と登記型を使い分け

ておられるということで、第三債務者承諾が非常に簡便であるという場合もあるいうこと

だったんですが、第三債務者承諾型の場合は、これは単なる承諾ではなくて、確定日付あ

る証書で、例えば公正証書などで承諾を取られるということでよろしいんでしょうかとい

うのと、この両者の使い分けというのはどういうことでやっておられて、これは結局中間

試案等の下でもここは変わらないですねということになるのかというのが二つ目です。 

  以上、教えていただければと思います。 

○橋本参考人 承知いたしました。 

  まず、１点目のスライド１２のところのお話ですが、お話しいただいたとおり、登記に

一本化されれば、もう登記しないと意味がないので、登記してくださいと言いやすいので、

そういう意味です。やはり引渡しが残っていると、登記しなくてもいいでしょうとやはり

言われてしまうので、登記にしてもらった方が、もう譲渡担保を取るのであれば、もう登

記しかないという方が分かりやすいというだけの話です。 

  それから、２点目の御質問のところ、債権譲渡担保です。 

  承諾を取る場合には、公正証書までは作っていません。いわゆる契約書の中に、第三債

務者も入れて三者間契約でやって、そこで承諾を取って、公証人役場で確定日付を取って

というようなことを実務はします。それから、別冊で、契約書とは別に承諾書を取って、
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承諾を取っておくというようなこともします。公正証書までやるというケースはほとんど

当社の実例では見たことはありません。 

  それから、承諾型と登記の使い分けですが、第三債務者の承諾が取れるケースというの

が、例えば担保提供者と、いわゆる債務者です。債務者と第三債務者が親子関係にある場

合だとか、そういったケースです。実際問題、今、現実に債権譲渡担保、有効債権譲渡担

保が取れているケースというのは、そういうふうに債務者と第三債務者が親子関係にある

とか、同じグループ会社とか、そういうケースに限定されております。 

  以上で回答になっていますでしょうか。 

○沖野委員 はい、ありがとうございました。 

○道垣内部会長 それでは阿部さん、お願いいたします。 

○阿部幹事 幹事を務めております東京大学の阿部と申します。御報告ありがとうございま

した。 

  一つ目は、先ほど沖野委員とのやり取りを伺っていて思ったことですけれども、登記に

一本化すれば登記させてもらえるのではないかという見通しをお示しいただきましたが、

他方で、登記できないのであればもう担保取引をやめてしまおうという、そういうシナリ

オも何かあり得るような気がして、そうはならないとお考えなのかどうかというのを一つ

伺いたいと思いました。 

  取りあえず、では、これについてお答えいただけますか。 

○橋本参考人 はい。その御指摘のとおり、もう登記に一本化されて、もう登記してくれな

いというのだったら、もう担保を取らないと思います、少なくとも当社の場合は。まあ現

状でもそうなっていますし。 

  むしろやはり金融機関の方の目から見ても、金融機関としたら当然登記をしたいんだけ

れども、その前に、例えば商社なんかの引渡しで対抗要件を備えていて、そういった隠れ

た譲渡担保があるのは嫌だなんていうようなお話を伺いますが、登記に一本化されればそ

ういった金融機関の方からの懸念とか問題点も解消されるでしょうし、我々の商取引債権

者からしても、少なくとも総合商社の立場からすると明確になるので、これは登記させて

もらえないというのであれば諦める、あるいは登記して、その後順位での登記が認められ

るのであれば、後順位でやるかどうか。そういうシンプルな話になるのではないかなと思

っています。 

  それこそ２０年、３０年前であれば、金融機関が知らないところでサイレントでやって、

何かうまいことやって交渉して回収しようと思いましたが、もうそれは２０年前、３０年

前の話で、そこでもう本当に昔の切った張ったの債権回収の時代だと、特に商社というの

はそういうような回収をやっていましたが、今はそういう時代でもないので、明確化した

方がいいのではないかなと、個人的にはちょっと考えておりました。 

○阿部幹事 ありがとうございました。 

  では、別の質問にいかせていただきたいのですけれども、資料の８ページのところで、

動産譲渡担保と所有権留保の使い分けについて御説明いただきましたが、基本的には余り

所有権留保には期待していないということで、与信供与の裏付けとして担保を取得する場

合には、所有権留保を取れるものであっても譲渡担保を利用するという御説明だったと思

うんですけれども、その中で、所有権留保の目的物と他社商品との峻別が難しくて、混在
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することで無効化してしまう可能性があるからということをおっしゃっていました。それ

は、譲渡担保であればそういう問題は生じないというお考えなのでしょうかというのが二

つ目です。 

○橋本参考人 そうです。ええ、やはり譲渡担保であれば、基本的には交ざってしまうと一

緒なんですけれども、譲渡担保の方がより担保の契約がしっかりしているので、実務上。

所有権留保だと、単に売買契約書で所有権留保を留保しますと、その程度なので、明認方

法がどうだとか、いわゆる担保契約みたいなものは実務では結ばないんですよね。でも、

譲渡担保という形にすれば、担保保存義務であったりだとか、あるいはもうほかに担保を

入れないだとか、いわゆる売買契約上で所有権留保するのに比べて、ものすごくうるさく、

当然我々にとって有利な、あれしてはいけない、これしてはいけないというコベナンツを

入れますので、そういった意味では、商品がなくなる、損害賠償という理屈で請求すると

かいろいろあるので、そういったこともあって、実際には混在してしまうと見分けが付か

ないではないかというのは御指摘のとおりです。 

  ただ、契約上、よりしっかりした契約が結べるし、より明認方法を施しなさいよという

契約上、根拠があるので、そういったことで譲渡担保を取るという趣旨でございます。 

○阿部幹事 分かりました。ありがとうございます。 

  他方で、資料の９ページで、動産譲渡登記が利用されていないというところの話で、資

料上明文では書かれていませんが、先ほど口頭で、動産譲渡登記すると、それが同業他社

の所有権留保を誘発してしまって、それで負けてしまうことがあって、かえってやぶ蛇に

なるというような御説明もあった気がするのですけれども、こういう御説明を伺っている

と、何か今、中間試案などで、なるべく所有権留保を譲渡担保に勝たせようというような

案があったりもするのですけれども、所有権留保だから特別に扱うというような議論は、

かえって総合商社にとっては迷惑だということにもなってくるのでしょうか。それともや

はりそこまではいかないのでしょうか。 

○橋本参考人 いや、それは、そこまではいかないですね。これは最後の資料の方で、どの

目線で見るかと、この議論でいろいろな方がいますけれども、どの立場で見るかで当然変

わってくると思うんですが、いわゆる当社の立場で言えば、商取引を行う担保権者、すな

わち譲渡担保権者の立場の場合には譲渡担保を勝たせてほしいですし、取れなくて単に商

取引を行う一般の債権者であれば、当然所有権留保を勝たせてほしいと思いますし、これ

はケース・バイ・ケースですね。 

  冒頭に述べたとおり、では、所有権留保と譲渡担保、どっちを勝たせてほしいですかと

言われると、少なくともどっちになっても大勢に影響はないと冒頭申し上げましたが、所

有権留保が勝てるのであれば所有権留保をより活用していきますし、もう所有権留保が負

けるのであれば、では、しっかり譲渡担保を取っていこうと、そういういうふうに実務を

合わせるだけなのかなと、特に商社の目から見ればと考えています。 

○阿部幹事 ありがとうございました。質問は以上です。 

○道垣内部会長 それでは、尾﨑さん、お願いいたします。 

○尾﨑幹事 幹事の金融庁の尾﨑です。 

  商社の実務につきまして教えていただきまして、ありがとうございます。これからいろ

いろな議論をしていく際に、非常に有益であると考えております。 
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  ３点ほど質問させてください。 

  １点目は、今、阿部先生がおっしゃったことと近いんですけれども、所有権留保ではな

くて譲渡担保にするのはなぜかというと、他社製品との区別が付きにくいといったような

場合もあり得るからということでした。他社製品が入っている可能性があるということは、

逆に言うと、御社が担保に取る場合、その他社さんは担保が取れないということになるん

でしょうか。そうすると、同じものを争って取るような、ゼロサムゲームをやっておられ

るようなイメージになるように見えますが、そういうことでよろしいのかどうかというこ

とをお伺いできますでしょうか。 

  それから、金融機関との関係の比較もあったので教えていただきたいんですけれども、

例えばデフォルトが起きた場合、御社は、どういう形で相手先を支援したりするかという

のを教えていただけますでしょうか。 

  最後の３点目が、皆が事業担保を使うと、全部プロファイみたいになってしまうのでは

ないかという点です。例えばスタートアップに関する事業担保を使って貸す場合とか、あ

るいは中小企業に対して貸す場合、これもプロファイみたいになってしまうという、そう

いう趣旨でおっしゃっておられるのか教えていただけますでしょうか。 

  以上３点、よろしくお願いします。 

○橋本参考人 分かりました。 

  所有権留保と、まず譲渡担保のところですが、これは、例えば同業他社と何かそれを取

り合っているのかというお話ですけれども、まず、我々がこの商品、例えば取引先に納入

する場合に、譲渡担保が取れるケースというのは、メインサプライヤーで多額の与信をし

ているケースです。分かりやすく言うと、例えばジュエリーなんかを作っている会社さん

があって、メーカーがあって、そこに金だとかプラチナを商社が納入するということがあ

るとします。金とかプラチナを我々が納入する。当然メインサプライヤーである我々が売

らなくなったら、その会社さんはジュエリーが作れなくて潰れるということになります。

その見返りとして、金融機関とは別に、例えば数億円以上の与信をするときには、そうい

った自社が売った金とかプラチナに譲渡担保を設定してもらうとか、そういうものもあり

ます。 

  では、他社さんが売って、譲渡担保を設定できない人がいるんですかというと、います。

同じように、我々と同じ同業他社で、金とかプラチナを、例えば、今金とプラチナとか、

そういう商売をやっていませんが、昔はやっていたんですけれども、例えばそれを売ると、

別の会社さんが同じように売っているものがあります。そういうときには、我々よりも取

っているリスクが少ない場合には、我々と同じようにやはり集合物譲渡担保では取らせて

もらえないので、そういう同業他社さんは所有権留保をすることになります。そういった

場合に、我々は、もし有事の場合には所有権留保を主張されるのと、我々の集合物譲渡担

保で競合の場面が生まれるということになります。 

  今、何で金とかプラチナの話をしたかというと、非常に分かりやすくて、金とかプラチ

ナというのは誰が売ったかというのは、はっきり色が付いていないから分からないんです

よね。そうすると、やはり保管場所で分けるしかなくて、でも、これは丸紅が売った分だ

とか、これは何とか商社が売った分だと明確に分からないので、そういったところで明認

方法がどうだとかということは重要になってきます。 
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  ちょっとお答えになっているか分からないんですが、一応所有権留保と譲渡担保のとこ

ろの回答としては、取りあえずそういう回答にさせていただきます。 

  二つ目のデフォルトが起きた場合の支援の方法というか、どういったことをするのかと

いうお話ですが、取引先に、いわゆる信用不安が出たりだとか、倒産した場合には、まあ

もちろん何パターンかあって、簡単に言うと支援するケースと、もうしないケースがあり

ます。それはどういうふうに考えるかというと、当たり前ですけれども、これは金融機関

さんと同じで、支援した方が損失が少なくなって、回収確度が高まるのかどうか。それと

ももう支援をやめて、今ここで手を引いた方が焦げ付きが少なくなるとか、その観点で基

本的には判断します。 

  支援するとなった場合には、もちろん期日繰延べ延長するだとか、昔だったら手形をも

らっていたら手形ジャンプに応じるとか、その見返りに何か追加で担保をもらえるなら担

保をもらうとか、そういった交渉をすることになります。 

  あとは、再生の現場だと、当然共益債権化してもらえば、その追加納入には応じますけ

れども、その辺はもう申立代理人の先生との協議の中で、世間一般で言われているような、

やり取りをするだけです。 

  それから、三つ目のプロファイのところ、すみません、ちょっと説明が分かりづらかっ

たようで。これは簡単に言うと、レンダーとか何か片仮名で言うから分かりづらいところ

があるんですけれども、要はプロファイの担保に取られて、プロファイというか事業担保

に取られてプロファイ化すると、要は一つ一つの契約の変更に担保権者である金融機関の

承諾が要ることになるのではないですかと、実務上。そこだけの懸念です。そうすると、

例えば今までは担保に入っていないから、金融機関と知らないところで、金融機関さんと

は関係ないところで、取引先と我々みたいな納入業者と契約変更できたものが、あらゆる

契約について金融機関の承諾を取っていかなければいけないということが出てくるのでは

ないかと、それだけのお話です。 

  ちょっとすみません、回答になっているか自信がないんですが、もしちょっと分かりづ

らかったら更問していただければと思いますが。 

○道垣内部会長 尾﨑さん、よろしいでしょうか。納得されていない点もあるように拝察い

たしますが、それではまたの機会にお願い、何人か手が挙がっておりますので、先に進ま

せていただきます。 

  青木さん、お願いいたします。 

○青木（則）幹事 ありがとうございます。 

  中間試案に入っていませんので、仮定の話のようで申し訳ないのですが、１点教えてい

ただければと思います。 

  先ほどのお話では、所有権留保は余り期待されていないのが現状であるということでし

た。この点、海外の法制度には、所有権留保か譲渡担保かという形式を問わず、商品金融

の担保であれば購入代金担保権として他の先行する担保権に優先させる、その代わり、そ

の優先を主張するには先行するほかの担保権者に通知しておかなければいけないとするこ

とで歯止めをかけるといった制度があるかと思います。仮にこういうふうな制度が立法に

よって入るとすれば、それは所有権留保の活性化といいますか、所有権留保を使うような

商品信用の場面での担保制度の利用蓋然性を上げることにつながると思われますか。 



 - 47 - 

  それとも、そうではなくて、そんな制度を導入してもどうせ期待されることはないとい

うような状況だという方が近いでしょうか。そのあたりの感触を伺えればと思います。 

○橋本参考人 そういう方向になれば、所有権留保の活用をより考えると思います。もちろ

ん。 

  例えば国によっては、私も各国いろいろ調べたことがありますけれども、実務上で。所

有権留保で登録ができたり登記ができたりだとか、そういったところもありますし、そう

いった国では実際所有権留保で登録してやっているというものもあります。例えばインド

ネシアとかはそうだったと思いますけれども、やっていますね。 

  それから、登録と登記までいかなくても、いわゆるアメリカでいうところのリーエンだ

とか、日本語だと先取特権とか訳されていますけれども、州法とかだとかなり強いものも

あるので、そういった国によっては第一の担保権としてやはり考えているものもあるので、

そういう形で導入されれば、実務をそっちに合わせていくことになると思います。 

○道垣内部会長 よろしいでしょうか。 

○青木（則）幹事 ありがとうございました。 

○道垣内部会長 松下さん、手が挙がっていませんでしたか。よろしいですか。 

○松下委員 挙げていましたが、すみません、ちょっと私の誤解でした。手を下ろします。 

○道垣内部会長 阪口さん、お願いいたします。 

○阪口幹事 弁護士の阪口と申します。今日は貴重なお話をどうもありがとうございます。 

  私の実感でも、二十数年前は商社のトラックが乗り付けて物を運んでいっていたが、今

は乗り付けてこないというのが正直な実感です。なので、なかなか答えにくいかも分かり

ませんけれども、集合物譲渡担保の実行の局面についてお伺いしたいと思います。 

  今回の中間試案では、評価のために、簡易迅速に、対象動産の占有を移す制度を導入し

ようと考えています。今現在の評価の実務について、つまり債務者の手元にあるけれども、

実行せないかんというときに、どうやって評価しているのか。そもそも評価できていない

のかということを、まず１点お伺いしたい。 

  もう一つは、そういう中で、処分清算というのが、今、本当にできているんですかとい

う点です。つまり引き揚げてからは処分清算できるかもしれないが、引き揚げてくる前に

処分清算というのはできているのかどうかという、この実行の実務について、ちょっとお

伺いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○橋本参考人 ありがとうございます。 

  実際、私も処分を何度かやったことはあるんですが、まず、評価のところはできている

かと言われると、できています。何でかというと、我々はやはり金融機関さんと違って、

その取っている商品というのは自分たちでも扱っていることが多いので、いわゆる目利き

とか価値は分かっていますので、そういう意味では自分たちでもできますし、では、それ

が正当な価格なのかと言われると、これもいろいろなところで申し上げて、ある意味ほか

の方も言っていましたが、処分できた価格が適正価格というところが実務の感覚としてあ

るので、実際には実行の局面になると、我々当然帰属清算というより処分清算するんです

が、集合物譲渡担保の場合には。転売先ですよね、同業他社とか。そこを連れてきて、そ

こと我々の目線で合わせて価格を決めてということをやります。もちろん我々自身も商品

の価値は分かっているので、変に買い叩かれるということもないですし、そういう意味で
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は現実的には私ももう二十数年見て、ずっとこの集合物譲渡担保の実行というのは何度も

やったことがありますが、そこでもめたケースというのは余りないですね。 

  それから、処分清算の処分が本当にできるのかというところですが、これもちょっと今

のお話とも被りますが、実際、実行の局面になって、やはりきちんと商品があれば、その

処分清算という形で第三者にきちんと転売してやっています。本当にできるのかと言われ

ると、これは我々商社特有なので、別に、昔でいうとバッタ屋と、言葉は悪いですけれど

も、そういう人に頼まなくても、自分たちの既存の取引ルートで商品を処分できる。逆に

言うと、処分の局面まで念頭に置いて担保を取っていますので、自分たちで処分できない

ものは担保に取らないということはあります。 

  ということで、御質問に対する回答としては、処分はできています。 

○阪口幹事 すみません、阪口です。 

  処分できるというのは、その占有を移転しているからできるのか、債務者の手元にある

ところのまま買主を見付けることができるのかという質問なんですけれども。 

○橋本参考人 分かりました。 

  それは両方ともあります。特に再生事案の場合なんかで、しっかりと申立代理人の先生

とか管財人の先生なんかで管理されるような場合には、債務者の手元において処分できて

いますし、それ以外のケースでそういった再生型ではない場合には、やはり信用不安が流

れたときに、ちょっと実務のところでもお話ししましたが、自分たちの占有下に置いてお

いたがために処分できたというケースもありますし、両方のケースがあると。 

○阪口幹事 分かりました。ありがとうございます。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  それでは、尾﨑さんがやはり分からないということなので、お願いします。 

○尾﨑幹事 先ほどミュートのままになっていて、しゃべり始めたんですけれども、マスク

をしていたので分からなくて、申し訳ありません。 

  プロファイというのは元々かなり目的が限定されていて、かつ明確になっているという

ことなので、契約書も詳細に作られるんだと思いますけれども、これに対し、スタートア

ップとか中小企業に対する融資が、似たような形で詳細な契約を結ばれるという形になる

ということは通常考えられません。中小企業融資の中で、仮にこの事業担保を使ったとし

ても、一つ一つ取引先との契約について銀行が介入してくるということであれば、事業を

やっていられませんから、それはあり得ないことかなと考えています。 

  元々の契約の性質に応じて契約書類が結ばれることになりますので、契約書の変更につ

いてどういったような対応を取るかというのも、それぞれの融資の状況に応じて変わって

くるということだと思います。したがって、中小企業融資であるとか、あるいはスタート

アップに対する融資とか、そういったようなものについて、何か彼らの事業の遂行上負担

になるといったようなことが、契約上結ばれるということというのは、ないのではないか

なと考えています。 

  それから、もう１点、所有権留保と譲渡担保の話が、示唆的なんだと思いますけれども、

自分がファイナンスしたものに対して担保を取ると、所有権留保というのはそういう考え

方だと思いますし、それについて優先権を得るというのはもっともであるし、理屈上も正

しいんだと思います。他方、譲渡担保の場合、他社が納入したようなものもまとめて取っ
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てしまって、それをある意味で、争うような形になってしまうというのは、全体として余

り効率的ではないのかなというように思います。そうであれば、先ほど共益権化というよ

うな話が出ましたけれども、事業担保にして、その中で商取引債権を共益債権化して優先

させるという形にした方が、互いにやや不毛な争いをして、ゼロサムゲームの中で取り合

うというよりも合理的なのかなとは考えておりまして、事業担保の場合はそういったよう

な制度設計ということも当然考えられると思いますし、実際にこの法制審の中の議論でも

商取引債権や労働債権を優先してはどうかといったような話も出ています。担保を金融機

関や他の納入業者と取り合うというよりは、そういう形でより事業をいかすために、事業

を成長させるために、どういったような優先順位が望ましいのかということを考える方が

合理的ではないかなと思いました。 

  感想になってしまいましたけれども。 

○橋本参考人 ありがとうございます。正にそのとおりだと思います。 

  まず、事業担保のところ、私の不勉強もあって、事業担保がプロファイ化していって、

別に今の中間試案に対する制度を批判するつもりは全くなくて、今、尾﨑様が申し上げた

ような形でやっていただけるのであれば、非常に活用される余地があるのではないかと考

えていますので、そこは現行の事業担保のところを批判するつもりは毛頭ございませんの

で、そこは誤解なきようにお願いします。 

  それと、もう一つの所有権譲渡と譲渡担保のところ、これも私の説明が悪かったのです

が、競合することはありますけれども、例えば他社が所有権留保しているものを、例えば

当社が集合物譲渡担保に取って、それもあれば取ってしまおうと。これは２０年前、３０

年前であれば、不毛な、先ほどのトラックで乗り付けられた時代であればあったかもしれ

ませんが、今ではもう他社さんが、例えば所有権留保していれば、その権利を侵してまで

担保に取ろうと毛頭考えていませんので、少なくとも当社はそういう不毛な３０年前の争

いみたいなことは今はやっていませんし、やろうともしていません。 

  おっしゃったとおり、その辺、特にやはり中小企業とか債務者の方のより効率的なファ

イナンスに資するような制度設計をしてもらって、不毛なこの争いが減るということが、

私らにとっても一番望んでいることですので、そこも尾﨑様が今説明してくださったとこ

ろと全く同じ考えでございます。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  それでは片山さん、お願いいたします。 

○片山委員 慶應大学の片山でございます。 

  商社金融の取引実務に関して、大変興味深いお話をお伺いさせていただいて、本当にあ

りがとうございます。大変勉強になりました。 

  特に動産譲渡担保で、登記一本化の方がむしろいいのではないかという御実感を、実務

家の方からお伺いしたのは恐らく初めてかと思いまして、その点については衝撃を受けて

おります。 

  それとの関係で、債権譲渡担保、集合債権譲渡担保の方をお伺いしたいんですけれども、

先ほど沖野委員からの御質問の際に、第三債務者承諾型が広く用いられているが、むしろ

確定日付は取っていないケースが多いんだというお話をされておりましたけれども、そう

しますと、第三者対抗要件が取れていないということになりますが、それはそれで大丈夫
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とお考えなのかということが一つでございます。 

  それから、動産の譲渡担保で登記一本化もいいのではないかというお考えを御提示いた

だきましたけれども、それとの関係で、債権譲渡担保に関しても、やはり登記一本化とい

うようなことが可能であれば、それはそれで一つの方向性だというようにお考えなのかと

いうこともお伺いできればと思います。 

  最後になりますけれども、動産譲渡担保と、それから債権譲渡担保を、両方一緒に取る

というようなことも実際に実務ではおありなのかどうかという点を、確認させていただけ

ればと思います。よろしくお願いいたします。 

○橋本参考人 ありがとうございます。 

  まず、承諾のところ、これ、すみません、説明したつもりだったんですが、確定日付あ

る承諾で取っています。承諾書のところに、公証役場へ行って、公証人で確定日付印を押

してもらっていますので、そこでやっております。公正証書までは作っていないというお

話です。確定日付は取っています。 

  通知するケースもたまにはあります。ほとんどないと言いましたが。そういう場合には、

当然内容証明で出して、確定日付ある通知ということでやっています。 

  それから、債権譲渡の登記一本化、これも個人的意見になりますけれども、その方が分

かりやすいのではないかなという気はしています。やはり２０００年頃の、それこそこれ

も全部商社がいろいろ編み出して、債権、いわゆる登記しない形で、予約完結権行使型と

かいろいろやってきましたが、あの手この手で。やはりルールは分かりやすくしていただ

くと、もう時代も変わっていますし、その方が我々にとっても分かりやすいのではないか

なという実感としてはあります。ということで、譲渡担保と同じ債権譲渡等についても、

登記一本化をされるということであれば、それに対して実務を合わせるだけかなと考えて

おります。 

  それから、三つ目が、債権譲渡担保と集合物譲渡担保を一緒に取るケースがあるのか。

答えを言いますと、これはあります。やはり別々に取って、どっちが多いのかと言われる

と、ちょっと数字では言えませんが、私も実務の中で債権譲渡担保も取って、集合物譲渡

担保も取ってというのは、併用しているケースはあります。 

○片山委員 どうもありがとうございました。 

  先ほどの登記一本化の話なんですけれども、よく言われるところですと、やはり登記費

用の問題があるということをお伺いしますけれども、その点に関しては、余り負担感はな

いということですかね。 

○橋本参考人 負担感はないですね。実際、今まで債権譲渡登記も、導入されたときから私

も自分で何回も登記したことがありますけれども、やはりその辺はこっちの、特に当社の

場合だと担保権者の費用でやっていますし、それほど件数が多いというのは、それはまた

金融機関さんとかになると、多分取った件数が全然違うので負担になると思いますが、少

なくとも私どものような商取引を行っている債権者からすると、そんな負担にはならない

と考えています。 

○片山委員 どうもありがとうございました。大変勉強になりました。 

○道垣内部会長 橋本さんの話、大変面白くて、まだまだいろいろお伺いしたいところもあ

るんですけれども、ちょっと時間が。 
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  沖野さん、それではお願いします。 

○沖野委員 申し訳ありません。何回も、時間がないところ。 

  今の片山先生がお尋ねになった債権譲渡について、登記一元化をする可能性についてな

んですけれども、仮に現在、債権譲渡そのものについてが通知承諾と譲渡登記の２本立て

になっているんですけれども、担保の方は登記に一本化するという、両者で法制がずれる

ようなことがあると、それはやはりさすがによくないというか、それなら担保の方も２本

立ての方がいいというようなことになるのでしょうか。すみません、その点だけ、個人の

お考えということだったと思いますけれども、御感触をお伺いできればと思います。 

○道垣内部会長 それにもう一個付け加えるならば、今のお話は譲渡についても登記一本化

でいいのではないかという御主張を含んでいらっしゃることになるかと思います。 

○沖野委員 ありがとうございます。それを前提としていたのですが、仮にいろいろな事情

から両方がずれるということがやむを得ないような場合はどうかという両方を含んでいた

つもりです。ありがとうございます。 

○橋本参考人 私の債権譲渡の話、すみません、ちょっと分かりづらかったかもしれません。

担保目的だけです。いわゆる真正譲渡とかというそっちの方は念頭に置いていなかったの

で、そういう意味では、私の発言のポイントは、もう制度、ルールのシンプル化というこ

とから一本化と言っているので、そういう意味ではその通知と登記が２本残ると不便です

かというと、まあ不便ではないですが、よりシンプルな方が望ましいのではないかとは考

えております。 

  いずれにしましても、私がお話しするのは、どっちかというと真正譲渡とかそっちのお

話ではなくて、担保目的での債権譲渡のお話ということで御理解いただければと思います。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  まだまだ質問もある方もいらっしゃると思いますけれども、大体時間がまいっておりま

すので、橋本さんとのお話と質疑応答はこの辺りにさせていただければと思います。 

  橋本さんにおかれましては、大変お忙しい中、当部会の調査・審議に御協力いただきま

して、本当にありがとうございました。どうもお忙しいところありがとうございました。 

○橋本参考人 いえ、こちらこそお時間ありがとうございました。貴重な機会をどうもあり

がとうございました。 

○道垣内部会長 本日、参考人からのお話を何人か伺って、幾つか伺ってまいりましたけれ

ども、最後に金融庁の尾﨑さんから皆様に御報告があると伺っております。 

  尾﨑さん、よろしくお願いいたします。 

○尾﨑幹事 お時間を頂きありがとうございます。 

  以前に申し上げていた金融審議会でのワーキンググループの事業担保について議論して

いたものですけれども、この報告書が先週の１０日に公表されましたので、皆様方にも情

報をシェアしたいと思っております。 

  事業担保につきましては、金融庁においてこれまで推進してきました経営者保証に過度

に依存しない、事業を見た融資実務の促進に合致するものであるということや、新しい資

本主義実現計画とか、スタートアップ５か年計画において、早期の法制化が求められたこ

とから、法制審での御議論も踏まえて御議論いただいたものでございます。 

  ただ、金融審議会でございますので、現行の枠組みを前提とする特別法となると考えて
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おります。このため、ちょっと細かい話になりますけれども、信託を用いる制度として設

計することを考えております。法制審におきましても一般法としての事業担保権を御議論

していただいているということだと考えておりますので、引き続き御指導いただければと

思っております。 

  なお、ワーキンググループの報告書の内容につきまして、もしお気付きの点がございま

したら、私まで御連絡いただければと思っております。 

  以上です。ありがとうございました。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  以上をもちまして、本日の予定は終了ということになります。 

  そこで、次回の議事日程等につきまして、事務当局から説明をしていただきます。 

○笹井幹事 次回は令和５年３月１４日火曜日、時間は本日と同じく午後１時３０分から午

後５時３０分までを予定しております。 

  次回も参考人の方々からヒアリングを行うことを予定しておりますが、詳細については

追ってお知らせいたします。 

○道垣内部会長 ありがとうございました。 

  それでは、法制審議会担保法制部会の第３０回会議を閉会にさせていただきます。 

  本日も熱心な御審議を賜りましてありがとうございました。次回もよろしくお願いいた

します。 

－了－ 

 


